
定期巡回・介護報酬編（天晴れ介護サービス編) 
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法令の理解 備考

加算報酬上の基準要件を満たしていない場合及び解釈通知に即したサービス
提供を実施されていない場合であって、当該報酬請求の内容が著しく悪質で不
正な請求と認められる場合

法第22条第3項に基づく返還金及び加算金（※4割）の徴収
（遡及適用あり）

【定期巡回・随時対応型訪問介護看護】　介護報酬等（2022年11月版）

※本チェックリストは、いわゆる赤本・青本・緑本等に掲載されている各種基準・告示・通知・QA・関連法令等を、通読
できるかたちに再編集したものです（準用規定もあるため一部サービス名が異なっている場合があります）。
※ローカルルール等もありますが、ここに示す国が定めた基本を理解することが重要です。本チェックリストをきっかけ
に、原典にもあたって頂き、必要に応じて指定権者や保険者等に確認をするようにして下さい。

報酬請求指導について

・加算報酬上の基準要件を一つでも満たしていない場合
・解釈通知に即したサービス提供を実施していないことにより加算本来の趣旨
を満たしていない場合

適切なサービスの実施となるよう是正指導の上、加算報酬上の基準要件等を
満たしていない部分について自己点検の上、過誤調整により返還させる
（遡及適用あり）
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定期巡回・介護報酬編（天晴れ介護サービス編) 

算定上における端数処理について

①単位数算定の際の端数処理
単位数の算定については、基本となる単位数に加減算の計算（何らかの割合
を乗ずる計算に限る。）を行う度に、小数点以下の端数処理（四捨五入）を行っ
ていくこととする。つまり、絶えず整数値に割合を乗じていく計算になる。

この計算の後、指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準等の
一部を改正する告示（令和３年厚生労働省告示第73号）附則第12条に規定す
る単位数の計算を行う場合も、小数点以下の端数処理（四捨五入）を行うが、
小数点以下の端数処理の結果、上乗せされる単位数が１単位に満たない場合
は、１単位に切り上げて算定する。
ただし、特別地域加算等の支給限度額管理対象外となる加算や事業所と同一
建物の利用者又はこれ以外の同一建物利用者20人以上にサービスを行う場
合の減算を算定する場合等については、対象となる単位数の合計に当該加減
算の割合を乗じて、当該加減算の単位数を算定することとする。

（例１）訪問介護（身体介護中心　20分以上30分未満で250単位）
・夜間又は早朝にサービスを行う場合、所定単位数の25％を加算
250×1.25＝312.5→313単位
・この事業所が特定事業所加算（Ⅳ）を算定している場合、所定単位数の５％を
加算
313×1.05＝328.65→329単位
＊250×1.25×1.05＝328.125として四捨五入するのではない。

（例２）訪問介護（身体介護中心　30分以上１時間未満で396単位）
・月に６回サービスを行い、特別地域加算の対象となる場合、対象となる単位
数の合計に15％を加算
396×６回＝2,376単位
2,376×0.15＝356.4→356単位

②　金額換算の際の端数処理
算定された単位数から金額に換算する際に生ずる１円未満（小数点以下）の端
数については「切り捨て」とする。
（例）前記①の事例（例１）で、このサービスを月に８回提供した場合（地域区分
は１級地）

329単位×８回＝2,632単位

2,632単位×11.40円／単位＝30,004.80円→30,004円

なお、サービスコードについては、加算等を加えた一体型の合成コードを基本と
して作成しており、その合成単位数は、既に端数処理をした単位数（整数値）で
ある。

【通則等】　端数処理
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定期巡回・介護報酬編（天晴れ介護サービス編) 

施設入所（入院）者が外泊又は介護保健施設若しくは経過的介護療養型医療
施設の試行的退所を行っている場合には、地域密着型サービスは算定できな
い。

施設入所（入院）者の外泊時に介護保険の給付対象となる居宅サービスを受
けられるか。
12.3.31事務連絡 介護保険最新情報vol.59 　 介護報酬等に係るQ&A ／ｃ

外泊時であっても、利用者の生活の本拠は介護保険施設であり、居宅要介護
高齢者と認められない（入所（入院）者である）ため、介護保険の給付対象とな
る居宅サービスを受けることはできない。（自己負担で受けることは可能であ
る。）

＜報酬の取扱い＞

　定期巡回・随時対応サービスの利用者が、短期入所系サービス（短期入所生
活介護、短期入所療養介護、短期利用居宅介護、短期利用共同生活介護、短
期利用特定施設入居者生活介護及び地域密着型短期利用特定施設入居者
生活介護）を利用する月の定期巡回・随時対応型訪問介護看護費は具体的に
どのように取り扱うのか。
27.4.1 事務連絡 介護保険最新情報vol.454 「平成27年度介護報酬改定に関す
るQ&A（平成27年4月1日）」の送付について ／158

短期入所系サービスの利用日数（退所日を除く。）に応じ、サービスコード表に
定められた日割り単価（下表）に応じた日割り計算を行う。例えば、要介護３の
利用者であり、訪問看護サービスを利用する者が、４月に７泊８日の短期入所
系サービスを利用する場合の単位数は、以下のとおりとなる。
648単位×(30日(注１)－７日(注２))＝14,904単位　(注１) ４月の日数、(注２) ８
日－退所日

注１３　利用者が短期入所生活介護、短期入所療養介護若しくは特定施設入
居者生活介護又は夜間対応型訪問介護、小規模多機能型居宅介護、認知症
対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護、地域密着型介
護老人福祉施設入所者生活介護若しくは複合型サービスを受けている間は、
定期巡回・随時対応型訪問介護看護費は、算定しない。

注１４　利用者が一の指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所におい
て、指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護を受けている間は、当該指定定
期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所以外の指定定期巡回・随時対応型
訪問介護看護事業所が指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護を行った場
合に、定期巡回・随時対応型訪問介護看護費は、算定しない。

【通則等】　他のサービスの利用
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定期巡回・介護報酬編（天晴れ介護サービス編) 

③　医師の判定が無い場合（主治医意見書を用いることについて同意が得られ
ていない場合を含む。）にあっては、「要介護認定等の実施について」に基づ
き、認定調査員が記入した同通知中「２(４)　認定調査員」に規定する「認定調
査票」の「認定調査票（基本調査）」７の「認知症高齢者の日常生活自立度」欄
の記載を用いるものとする。

「認知症高齢者の日常生活自立度」の決定方法について
①　加算の算定要件として「「認知症高齢者の日常生活自立度判定基準」の活
用について」（平成５年10月26日老健第135号厚生省老人保健福祉局長通知）
に規定する「認知症高齢者の日常生活自立度」（以下「日常生活自立度」とい
う。）を用いる場合の日常生活自立度の決定に当たっては、医師の判定結果又
は主治医意見書（以下この号において「判定結果」という。）を用いるものとす
る。

②　①の判定結果は、判定した医師名、判定日と共に、居宅サービス計画又は
各サービスのサービス計画に記載するものとする。また、主治医意見書とは、
「要介護認定等の実施について」（平成21年９月30日老発0930第５号厚生労働
省老健局長通知）に基づき、主治医が記載した同通知中「３　主治医の意見の
聴取」に規定する「主治医意見書」中「３．心身の状態に関する意見　(１)　日常
生活の自立度等について　・認知症高齢者の日常生活自立度」欄の記載をいう
ものとする。なお、複数の判定結果がある場合にあっては、最も新しい判定を
用いるものとする。

【通則等】「認知症高齢者の日常生活自立度」の決定方法について

同一時間帯に複数種類の訪問サービスを利用した場合の取扱いについて

利用者は同一時間帯にひとつの訪問サービスを利用することを原則とする。た
だし、連携型定期巡回・随時対応型訪問介護看護又は夜間対応型訪問介護と
訪問看護を、同一利用者が同一時間帯に利用する場合は、利用者の心身の
状況や介護の内容に応じて、同一時間帯に利用することが介護のために必要
があると認められる場合に限り、それぞれのサービスについてそれぞれの所定
単位数が算定される。
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定期巡回・介護報酬編（天晴れ介護サービス編) 

＜特別地域加算等＞

月の途中において、転居等により中山間地域等かつ通常の実施地域内からそ
れ以外の地域（又はその逆）に居住地が変わった場合、実際に中山間地域等
かつ通常の実施地域外に居住している期間のサービス提供分のみ加算の対
象となるのか。あるいは、当該月の全てのサービス提供分が加算の対象となる
のか。
21.3.23 介護保険最新情報vol.69 平成21年4月改定関係Q＆A(vol.1) ／13

該当期間のサービス提供分のみ加算の対象となる。
※ 介護予防については、転居等により事業所を変更する場合にあっては日割
り計算となることから、それに合わせて当該加算の算定を行うものとする。

＜要介護状態区分月期途中で変更になった場合の請求＞

月の途中で要介護状態区分が変更となった場合、例えば4月15日に区分変更
申請を行い、要介護2から要介護3に変更となった場合、4月に提供している全
てのサービスの報酬請求は要介護3として請求するのか。
12.4.28事務連絡 介護保険最新情報vol.71 介護報酬等に係るQ&A vol.2 ／Ⅴ２

　報酬請求においては、当該サービスを提供した時点における要介護状態区
分に応じた費用を算定するものであるので、上記の場合、14日までは「要介護
2」に応じた単位数で請求し、15日からは「要介護3」に応じた単位数で請求する
ものとする。また、変更申請中における当該月の報酬請求については、要介護
状態区分の結果が分かった後に行うこととなる。なお、4月分の訪問サービスの
区分支給限度額については、重い方の要介護状態区分である「要介護3」の区
分支給限度基準額の9割を適用することとなっている。
（参考）訪問サービス区分の支給限度額管理の期間については、要介護認定
又は要支援認定の有効期間に係る日が属する月について、それぞれ当該月の
初日から末日までの1ヶ月間とすることとなっており、月途中で要介護状態区分
が変更となった場合、当該月にかかる訪問サービス区分支給限度額は、重い
方の要介護状態区分に応じた支給限度基準額の9割の額を適用する。

＜要介護状態区分の変更＞

要介護状態区分が月途中で変更になった場合の請求について
15.6.30 事務連絡 介護保険最新情報vol.153 介護報酬に係るQ&A(vol.2） ／22

例えば4月15日に区分変更申請を行い、要介護2から要介護3に変更となった
場合、14日まで「要介護2」に応じた単位数で請求し、15日からは「要介護3」に
応じた単位数で請求する。また、変更申請中における当該月の報酬請求につ
いては、要介護状態区分の結果が判明した後に行うことになる。なお、4月分の
区分支給限度基準額については、重い方の要介護状態区分である「要介護3」
の区分支給限度基準額を適用する。

【通則等】　月途中の変更
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定期巡回・介護報酬編（天晴れ介護サービス編) 

＜報酬の取扱い＞

　定期巡回・随時対応サービスの利用者が、月の途中で医療保険の訪問看護
の適用となった場合又は月の途中から医療保険の訪問看護の給付の対象外
となる場合及び主治の医師の特別な指示があった場合の当該月における定期
巡回・随時対応型訪問介護看護費は具体的にどのように取り扱うのか。
27.4.1 事務連絡 介護保険最新情報vol.454 「平成27年度介護報酬改定に関す
るQ&A（平成27年4月1日）」の送付について ／159

　この場合、医療保険の訪問看護の適用期間は定期巡回・随時対応型訪問介
護看護費（Ⅰ）（２）（訪問看護サービスを行う場合）の算定はできず、定期巡回・
随時対応型訪問介護看護費（Ⅰ）（１）（訪問看護サービスを行わない場合）の
算定が行われ、医師の指示の期間に応じた日割り計算を行うこととなる。
　具体的には要介護３の利用者に対する、４月５日から４月18日までの14日間
に係る特別指示があった場合の単位数は、以下のとおりとなる。
648単位×(30日－14日)＋552単位×14日＝10,368単位＋7,728単位＝18,096
単位

定期巡回・随時対応型訪問介護看護費、夜間対応型訪問介護費、小規模多機
能型居宅介護費及び複合型サービス費については、介護保険法第42条の２第
４項の規定に基づき、厚生労働大臣が定める基準により算定した額の範囲内
で、市町村が通常の報酬よりも高い報酬（以下「市町村独自報酬」という。）を算
定できることとしている。この取扱いについては、厚生労働大臣が定める指定
地域密着型サービス費の額の限度に関する基準（平成24年厚生労働省告示
第119号）に定めるとおりとし、具体的な取扱いについては次のとおりとする。

①　市町村独自報酬については、加算方式とし、市町村は当該加算に係る要
件及び単位数を定めること。
②　①の要件については、地域密着型サービス基準に規定された内容を下回
る要件としてはならないこと。
③　①の単位数については、１の要件につき50の倍数となる単位数とし、１の利
用者に対して算定される単位数の上限は、定期巡回・随時対応型訪問介護看
護費については500単位、夜間対応型訪問介護費については300単位、小規模
多機能型居宅介護費及び複合型サービス費については1,000単位を超えては
ならないこと。
④　①の要件について、指定地域密着型サービスに要する費用の額の算定に
関する基準（平成18年厚生労働省告示第126号。以下「報酬告示」という。）に
規定する加算の要件を下回る要件とする場合、報酬告示において定める当該
加算に係る単位数を超えることは認められないこと。
⑤　市町村は、市町村独自報酬を定めるに当たっては、あらかじめ市町村に設
置された地域密着型サービス運営委員会等を活用するなど、当該市町村が行
う介護保険の被保険者その他の関係者の意見を反映させ、学識経験を有する
者の知見の活用を図るために必要な措置を講じなければならないこと。
⑥　市町村は、市町村独自報酬を設定したときは、その内容を公表し、当該市
町村の長が指定した定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所、夜間対応型
訪問介護事業所、小規模多機能型居宅介護事業所又は看護小規模多機能型
居宅介護事業所に周知するとともに、各都道府県の国民健康保険団体連合会
に対し報告を行うこと。

【通則等】市町村による独自報酬の設定
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定期巡回・介護報酬編（天晴れ介護サービス編) 

⑤　居宅サービス計画上准看護師の訪問が予定されている場合に准看護師以
外の看護師等により訪問看護サービスが行われた場合の取扱い

居宅サービス計画上、准看護師が訪問することとされている場合に、事業所の
事情により准看護師以外の看護師等が訪問する場合については、所定単位数
に100分の98を乗じて得た単位数を算定すること。

また、居宅サービス計画上、准看護師以外の看護師等が訪問することとされて
いる場合に、准看護師が訪問する場合については、准看護師が訪問する場合
の単位数（所定単位数の100分の98）を算定すること。

四　指定居宅サービス介護給付費単位数表の訪問看護費の注１の厚生労働
大臣が定める疾病等

多発性硬化症、重症筋無力症、スモン、筋萎縮性側索硬化症、脊髄小脳変性
症、ハンチントン病、進行性筋ジストロフィー症、パーキンソン病関連疾患（進行
性核上性麻痺、大脳皮質基底核変性症及びパーキンソン病（ホーエン・ヤール
の重症度分類がステージ三以上であって生活機能障害度がⅡ度又はⅢ度の
ものに限る。）をいう。）、多系統萎縮症（線条体黒質変性症、オリーブ橋小脳萎
縮症及びシャイ・ドレーガー症候群をいう。）、プリオン病、亜急性硬化性全脳
炎、ライソゾーム病、副腎白質ジストロフィー、脊髄性筋萎縮症、球脊髄性筋萎
縮症、慢性炎症性脱髄性多発神経炎、後天性免疫不全症候群、頚（けい）髄損
傷及び人工呼吸器を使用している状態

注２　イ（２）については、指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所の定
期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者が、通院が困難な利用者（末期の悪
性腫瘍その他別に厚生労働大臣が定める疾病等の患者を除く。）に対して、指
定定期巡回・随時対応型訪問介護看護を行った場合（訪問看護サービスを
行った場合に限る。）に、利用者の要介護状態区分に応じて、１月につきそれぞ
れ所定単位数を算定する。

ただし、准看護師が訪問看護サービスを行った場合は、所定単位数の１００分
の９８に相当する単位数を算定する。

三十二　指定地域密着型サービスに要する費用の額の算定に関する基準（平
成十八年厚生労働省告示第百二十六号）別表指定地域密着型サービス介護
給付費単位数表（以下「指定地域密着型サービス介護給付費単位数表」とい
う。）の定期巡回・随時対応型訪問介護看護費の注２の厚生労働大臣が定める
疾病等
第四号に規定する疾病等

定期巡回・随時対応型訪問介護看護費

注１　イ（１）については、指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護を行う指定
定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所の定期巡回・随時対応型訪問介
護看護従業者が、利用者に対し、指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護
（連携型指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護を除く。以下この注及び注２
において同じ。）を行った場合（訪問看護サービスを行った場合を除く。）に、利
用者の要介護状態区分に応じて、１月につきそれぞれ所定単位数を算定する。
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(２)　通所系サービス及び短期入所系サービスを利用した場合の取扱い

定期巡回・随時対応型訪問介護看護の利用者が、通所介護、通所リハビリ
テーション、地域密着型通所介護若しくは認知症対応型通所介護（以下「通所
系サービス」という。）又は短期入所生活介護若しくは短期入所療養介護、短期
利用認知症対応型共同生活介護、小規模多機能型居宅介護（短期利用居宅
介護費を算定する場合に限る。）、短期利用特定施設入居者生活介護、地域
密着型短期利用特定施設入居者生活介護若しくは看護小規模多機能型居宅
介護（短期利用居宅介護費を算定する場合に限る。）（以下「短期入所系サー
ビス」）を利用した場合の取扱いについては、次のとおりとする。

①　通所系サービス利用時
所定単位数から、当該月の通所系サービスの利用日数に注４に定める単位数
を乗じて得た単位数を減じたものを、当該月の所定単位数とする。

②　短期入所系サービス利用時
短期入所系サービスの利用日数に応じた日割り計算を行う。具体的には、当
該月の日数から、当該月の短期入所系サービスの利用日数（退所日を除く。）
を減じて得た日数に、サービスコード表の定期巡回・随時対応型訪問介護看護
費（Ⅰ）又は（Ⅱ）の日割り単価を乗じて得た単位数を、当該月の所定単位数と
する。

(１)　基本単位の算定について

定期巡回・随時対応型訪問介護看護費を算定する場合については、月途中か
らの利用開始又は月途中での利用終了の場合には、所定単位数を日割り計算
して得た単位数を算定する。

なお、定期巡回・随時対応型訪問介護看護費を算定している間は、当該利用
者に係る、他の訪問サービスのうち、訪問介護費（通院等乗降介助に係るもの
を除く。）、訪問看護費（連携型指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護を利
用している場合を除く。）及び夜間対応型訪問介護費（以下「訪問介護費等」と
いう。）は算定しないものとする。この場合において、定期巡回・随時対応型訪
問介護看護の利用を開始した初日における当該利用開始時以前に提供された
サービスに係る訪問介護費等及び利用終了日における当該利用終了時以後
に提供されたサービスに係る訪問介護費等は算定できるものとする。

注３　ロについては、連携型指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所
の定期巡回・随時対応型訪問介護看護従事者が、利用者に対し、指定定期巡
回・随時対応型訪問介護看護（連携型指定定期巡回・随時対応型訪問介護看
護に限る。）を行った場合に、利用者の要介護状態区分に応じて、１月につきそ
れぞれ所定単位数を算定する。
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④　末期の悪性腫瘍の患者等の取扱いについて

末期の悪性腫瘍その他厚生労働大臣が定める疾病等（厚生労働大臣が定め
る基準に適合する利用者等（平成27年厚生労働省告示第94号。以下「利用者
等告示」という。）第４号を参照のこと。）の患者については、医療保険の給付の
対象となるものであり、訪問看護サービス利用者に係る定期巡回・随時対応型
訪問介護看護費（Ⅰ）は算定しない。なお、月途中から医療保険の給付の対象
となる場合又は月途中から医療保険の給付の対象外となる場合には、医療保
険の給付の対象となる期間に応じて日割り計算を行うこととする（具体的な計
算方法については、主治の医師の特別な指示があった場合の取扱いに準じる
こととするので、(11)を参照されたい。）。なお、医療保険の給付の対象となる期
間については、主治の医師による指示に基づくものとする。

②　訪問看護指示の有効期間について

訪問看護サービス利用者に係る定期巡回・随時対応型訪問介護看護費（Ⅰ）
は、主治の医師の判断に基づいて交付された指示書の有効期間内に訪問看
護サービスを行った場合に算定する。

③　理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士の訪問について

理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士による訪問看護は、その訪問が看護
業務の一環としてのリハビリテーションを中心としたものである場合に、看護職
員の代わりに訪問させるという位置付けのものである。

なお、言語聴覚士による訪問において提供されるものは、看護業務の一部とし
て提供するものであるため、言語聴覚士の業務のうち保健師助産師看護師法
（昭和23年法律第203号）の規定にかかわらず業とすることができるとされてい
る診療の補助行為（言語聴覚士法（平成９年法律第132号）第42条第１項）に限
る。

(３)　訪問看護サービス利用者に係る定期巡回・随時対応型訪問介護看護費
（Ⅰ）の取扱い

①　「通院が困難な利用者」について
「通院が困難な利用者」の趣旨は、通院により、同様のサービスが担保される
のであれば、通院サービスを優先すべきということである。

訪問看護サービス利用者に係る定期巡回・随時対応型訪問介護看護費（Ⅰ）
は「通院が困難な利用者」に対して算定することとされているが、通院の可否に
かかわらず、療養生活を送る上での居宅での支援が不可欠な者に対して、ケ
アマネジメントの結果、訪問看護サービスの提供が必要と判断された場合は訪
問看護サービス利用者に係る定期巡回・随時対応型訪問介護看護費（Ⅰ）を算
定できるものである。
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⑤　居宅サービス計画上准看護師の訪問が予定されている場合に准看護師以
外の看護師等により訪問看護サービスが行われた場合の取扱い

居宅サービス計画上、准看護師が訪問することとされている場合に、事業所の
事情により准看護師以外の看護師等が訪問する場合については、所定単位数
に100分の98を乗じて得た単位数を算定すること。

また、居宅サービス計画上、准看護師以外の看護師等が訪問することとされて
いる場合に、准看護師が訪問する場合については、准看護師が訪問する場合
の単位数（所定単位数の100分の98）を算定すること。

＜サービスの具体的な内容等＞

訪問看護サービスについて、定期的に訪問する予定がない月も、定期巡回・随
時対応型訪問介護看護費(Ⅰ)(2)（訪問看護サービスを行う場合）算定はできる
のか。
24.3.16 事務連絡 介護保険最新情報vol.267 「平成２４年度介護報酬改定に関
するＱ＆Ａ(Vol.1)（平成24年3月16日）」の送付について ／139

訪問看護サービスについては、医師が当該利用者に対する訪問看護サービス
の提供に係る指示を行った場合に、当該指示の有効期間に基づき提供される
ものであり、定期的に提供する場合と随時対応サービスにおけるオペレーター
の判断により随時に提供する場合のいずれもが想定され、随時の訪問看護
サービスのみが位置付けられることもあり得る。
　　なお、随時の訪問看護サービスのみの利用者については、緊急時訪問看
護加算の算定はできないこととし、実際に１度も訪問看護サービスの提供が行
われない月は、定期巡回・随時対応型訪問介護看護費(Ⅰ)(1)（訪問看護サー
ビスを行わない場合）を算定する。

(11)　主治の医師の特別な指示があった場合の取扱い

利用者が急性増悪等により一時的に頻回の訪問看護を行う必要がある旨の特
別指示又は特別指示書の交付があった場合は、交付の日から14日間を限度と
して医療保険の給付対象となるものであり、訪問看護サービス利用者に係る定
期巡回・随時対応型訪問介護看護費（Ⅰ）は算定しない。

この場合においては日割り計算を行うこととし、日割り計算の方法については、
当該月における、当該月の日数から当該医療保険の給付対象となる日数を減
じた日数を、サービスコード表の訪問看護サービス利用者に係る定期巡回・随
時対応型訪問介護看護費（Ⅰ）の日割り単価に乗じて得た単位数と、当該医療
保険の給付対象となる日数を、サービスコード表の訪問看護サービス利用者
以外の利用者に係る定期巡回・随時対応型訪問介護看護費（Ⅰ）の日割り単
価に乗じて得た単位数とを合算した単位数を当該月の所定単位数とする。

なお、医療機関において実施する訪問看護の利用者について、急性増悪等に
より一時的に頻回の訪問看護を行う必要があって、医療保険の給付対象とな
る場合には、頻回の訪問看護が必要な理由、その期間等については、診療録
に記載しなければならない。
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＜報酬の取扱い＞

定期巡回・随時対応型訪問介護看護サービスの利用者が１月を通じて入院し、
自宅にいないような場合には、サービスを利用できるような状況にないため、定
期巡回・随時対応型訪問介護看護費の算定はできないが、入院している月は、
定期巡回・随時対応型訪問介護看護費は一切算定できないのか。それとも、入
院中以外の期間について日割り計算により算定するのか。
3.3.29 事務連絡 「令和３年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.４）（令和３年３
月29日）」の送付について ／15

利用者が１月を通じて入院し、自宅にいないような場合には、定期巡回・随時
対応型訪問介護看護費を算定することはできないが、１月を通じての入院でな
い場合は、算定することは可能である。

・また、この場合、定期巡回・随時対応型訪問介護看護費の月額報酬は、日割
り計算とはならず、月額報酬がそのまま算定可能である。

＜報酬について＞

訪問看護事業所が、新たに定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所と連携
して訪問看護を行う場合、連携する定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業
所の名称等の届出を行い、訪問看護費を算定することとなるが、いつから当該
訪問看護費を算定することができるのか。
24.4.25 事務連絡 介護保険最新情報vol.284 「平成２４年度介護報酬改定に関
するＱ＆Ａ（vol．3）（平成24年4月25日）」の送付について ／9

都道府県が当該届出を受理した後（訪問看護事業所が届出の要件を満たして
いる場合に限る。）に、利用者が訪問看護の利用を開始した日から算定するこ
とが可能である。

＜報酬の取扱い＞

定期巡回・随時対応サービスの利用者が、月を通じて１か月間入院する場合、
定期巡回・随時対応型訪問介護看護費は算定できるのか。
24.3.16 事務連絡 介護保険最新情報vol.267 「平成２４年度介護報酬改定に関
するＱ＆Ａ(Vol.1)（平成24年3月16日）」の送付について ／143

利用者が１月を通じて入院し、自宅にいないような場合には、サービスを利用
できるような状況にないため、定期巡回・随時対応型訪問介護看護費の算定
はできない。夜間対応型訪問介護費についても同様の取扱いとなる。
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＜集合住宅減算について＞

　月の途中に、集合住宅減算の適用を受ける建物に入居した又は当該建物か
ら退居した場合、月の全てのサービス提供部分が減算の対象となるのか。
27.4.1 事務連絡 介護保険最新情報vol.454 「平成27年度介護報酬改定に関す
るQ&A（平成27年4月1日）」の送付について ／5

　集合住宅減算については、利用者が減算対象となる建物に入居した日から
退居した日までの間に受けたサービスについてのみ減算の対象となる。
　月の定額報酬であるサービスのうち、介護予防訪問介護費、夜間対応型訪
問介護費（Ⅱ）及び定期巡回・随時対応型訪問介護看護費については、利用者
が減算対象となる建物に居住する月があるサービスに係る報酬（日割り計算が
行われる場合は日割り後の額）について減算の対象となる。
　なお、夜間対応型訪問介護費（Ⅰ）の基本夜間対応型訪問介護費については
減算の対象とならない。また、（介護予防）小規模多機能型居宅介護費につい
ては利用者の居所に応じた基本報酬を算定する。

＜報酬の取扱い＞

　訪問看護サービスの利用者について当該利用者の心身の状況等により訪問
看護サービスを行わなかった場合、定期巡回・随時対応型訪問介護看護費
（Ⅰ）（２）（訪問看護サービスを行う場合）の算定はできるのか。
24.3.30 事務連絡 介護保険最新情報vol.273 「平成２４年度介護報酬改定に関
するＱ＆Ａ（Vol.2）（平成24年3月30日）」の送付について ／24

　利用者の都合や、月の途中で医療保険の訪問看護の給付対象となった場
合、一時的な入院をした場合などのやむを得ない事情により、居宅サービス計
画や定期巡回・随時対応サービス計画において定期的に訪問することを位置
付けていた訪問看護サービスを提供することが結果としてなかった月において
は、定期巡回・随時対応型訪問介護看護費（Ⅰ）（２）の算定は可能（医療保険
の訪問看護の給付対象となった日数を除く。）である。
なお、この場合、利用者にとって真に必要なサービスが提供されるよう、適切な
アセスメントとケアマネジメントにより、居宅サービス計画や定期巡回・随時対
応サービス計画の見直しを検討すべきである。

　※　定期巡回･随時対応サービスと連携して訪問看護を行う場合の訪問看護
費の取扱いについても同様。
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注１２　イ（２）について、一体型指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業
所の訪問看護サービスを利用しようとする者の主治の医師（介護老人保健施
設及び介護医療院の医師を除く。）が、当該者が急性増悪等により一時的に頻
回の訪問看護を行う必要がある旨の特別の指示を行った場合は、当該指示の
日から１４日間に限って、イ（１）に掲げる所定単位数を算定する。

(11)　主治の医師の特別な指示があった場合の取扱い

利用者が急性増悪等により一時的に頻回の訪問看護を行う必要がある旨の特
別指示又は特別指示書の交付があった場合は、交付の日から14日間を限度と
して医療保険の給付対象となるものであり、訪問看護サービス利用者に係る定
期巡回・随時対応型訪問介護看護費（Ⅰ）は算定しない。

この場合においては日割り計算を行うこととし、日割り計算の方法については、
当該月における、当該月の日数から当該医療保険の給付対象となる日数を減
じた日数を、サービスコード表の訪問看護サービス利用者に係る定期巡回・随
時対応型訪問介護看護費（Ⅰ）の日割り単価に乗じて得た単位数と、当該医療
保険の給付対象となる日数を、サービスコード表の訪問看護サービス利用者
以外の利用者に係る定期巡回・随時対応型訪問介護看護費（Ⅰ）の日割り単
価に乗じて得た単位数とを合算した単位数を当該月の所定単位数とする。

なお、医療機関において実施する訪問看護の利用者について、急性増悪等に
より一時的に頻回の訪問看護を行う必要があって、医療保険の給付対象とな
る場合には、頻回の訪問看護が必要な理由、その期間等については、診療録
に記載しなければならない。

主治医の特別指示

注５　指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所の所在する建物と同一
の敷地内若しくは隣接する敷地内の建物若しくは指定定期巡回・随時対応型
訪問介護看護事業所と同一の建物（以下この注において「同一敷地内建物等」
という。）に居住する利用者（指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所
における１月当たりの利用者が同一敷地内建物等に５０人以上居住する建物
に居住する利用者を除く。）に対して、指定定期巡回・随時対応型訪問介護看
護を行った場合は、１月につき６００単位を所定単位数から減算し、

指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所における１月当たりの利用者
が同一敷地内建物等に５０人以上居住する建物に居住する利用者に対して、
指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護を行った場合は、１月につき９００単
位を所定単位数から減算する。

事業所と同一建物内の利用者へのサービス提供
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③　同一の建物については、当該建築物の管理、運営法人が当該定期巡回・
随時対応型訪問介護看護事業所の指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護
事業者と異なる場合であっても該当するものであること。

④　同一敷地内建物等に50人以上居住する建物の定義

イ　同一敷地内建物等のうち、当該同一敷地内建物等における当該定期巡回・
随時対応型訪問介護看護事業所の利用者が50人以上居住する建物の利用者
全員に適用されるものである。

ロ　この場合の利用者数は、１月間（暦月）の利用者数の平均を用いる。この場
合、１月間の利用者の数の平均は、当該月における１日ごとの該当する建物に
居住する利用者の合計を、当該月の日数で除して得た値とする。この平均利用
者数の算定に当たっては、小数点以下を切り捨てるものとする。

②　当該減算は、指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所と建築物の
位置関係により、効率的なサービス提供が可能であることを適切に評価する趣
旨であることに鑑み、本減算の適用については、位置関係のみをもって判断す
ることがないよう留意すること。具体的には、次のような場合を一例として、サー
ビス提供の効率化につながらない場合には、減算を適用すべきではないこと。

（同一敷地内建物等に該当しないものの例）

・　同一敷地であっても、広大な敷地に複数の建物が点在する場合

・　隣接する敷地であっても、道路や河川などに敷地が隔てられており、横断す
るために迂回しなければならない場合

(４)　指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所と同一の敷地内若しくは
隣接する敷地内の建物若しくは指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業
所と同一の建物（同一敷地内建物等）に居住する利用者に対する取扱い

①　同一敷地内建物等の定義

注５における「同一敷地内建物等」とは、当該指定定期巡回・随時対応型訪問
介護看護事業所と構造上又は外形上、一体的な建築物及び同一敷地内並び
に隣接する敷地（当該指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所と建築
物が道路等を挟んで設置している場合を含む。）にある建築物のうち効率的な
サービス提供が可能なものを指すものである。具体的には、一体的な建築物と
して、当該建物の１階部分に指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所
がある場合や当該建物と渡り廊下でつながっている場合などが該当し、同一の
敷地内若しくは隣接する敷地内の建物として、同一敷地内にある別棟の建築
物や幅員の狭い道路を挟んで隣接する場合などが該当するものであること。

14／59



定期巡回・介護報酬編（天晴れ介護サービス編) 

＜集合住宅減算について＞

　集合住宅減算について、「同一の敷地内若しくは隣接する敷地内の建物」で
あっても「サービス提供の効率化につながらない場合には、減算を適用すべき
ではないこと」とされているが、具体的にはどのような範囲を想定しているの
か。
27.4.1 事務連絡 介護保険最新情報vol.454 「平成27年度介護報酬改定に関す
るQ&A（平成27年4月1日）」の送付について ／6

　集合住宅減算は、訪問系サービス（居宅療養管理指導を除く）について、例え
ば、集合住宅の１階部分に事業所がある場合など、事業所と同一建物に居住
する利用者を訪問する場合には、地域に点在する利用者を訪問する場合と比
べて、移動等の労力（移動時間）が軽減されることから、このことを適正に評価
するために行うものである。
　従来の仕組みでは、事業所と集合住宅（養護老人ホーム、軽費老人ホーム、
有料老人ホーム、サービス付き高齢者向け住宅に限る。以下同じ。）が一体的
な建築物に限り減算対象としていたところである。
　今般の見直しでは、事業所と同一建物の利用者を訪問する場合と同様の移
動時間により訪問できるものについては同様に評価することとし、「同一敷地内
にある別棟の集合住宅」、「隣接する敷地にある集合住宅」、「道路等を挟んで
隣接する敷地にある集合住宅」のうち、事業所と同一建物の利用者を訪問する
場合と同様に移動時間が軽減されるものについては、新たに、減算対象とする
こととしたものである。
　このようなことから、例えば、以下のケースのように、事業所と同一建物の利
用者を訪問する場合とは移動時間が明らかに異なるものについては、減算対
象とはならないものと考えている。
　・広大な敷地に複数の建物が点在するもの（例えば、ＵＲ（独立行政法人都市
再生機構）などの大規模団地や、敷地に沿って複数のバス停留所があるような
規模の敷地）
　・幹線道路や河川などにより敷地が隔てられており、訪問するために迂回しな
ければならないもの

＜集合住宅減算について＞

　月の途中に、集合住宅減算の適用を受ける建物に入居した又は当該建物か
ら退居した場合、月の全てのサービス提供部分が減算の対象となるのか。
27.4.1 事務連絡 介護保険最新情報vol.454 「平成27年度介護報酬改定に関す
るQ&A（平成27年4月1日）」の送付について ／5

　集合住宅減算については、利用者が減算対象となる建物に入居した日から
退居した日までの間に受けたサービスについてのみ減算の対象となる。
　月の定額報酬であるサービスのうち、介護予防訪問介護費、夜間対応型訪
問介護費（Ⅱ）及び定期巡回・随時対応型訪問介護看護費については、利用者
が減算対象となる建物に居住する月があるサービスに係る報酬（日割り計算が
行われる場合は日割り後の額）について減算の対象となる。
　なお、夜間対応型訪問介護費（Ⅰ）の基本夜間対応型訪問介護費については
減算の対象とならない。また、（介護予防）小規模多機能型居宅介護費につい
ては利用者の居所に応じた基本報酬を算定する。
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＜集合住宅減算について＞

　集合住宅減算について、サービス提供事業所と建物を運営する法人がそれ
ぞれ異なる法人である場合にはどのような取扱いとなるのか。
27.4.1 事務連絡 介護保険最新情報vol.454 「平成27年度介護報酬改定に関す
るQ&A（平成27年4月1日）」の送付について ／11

　サービス提供事業所と建物を運営する法人が異なる場合も減算対象となる。

＜集合住宅減算について＞

　集合住宅減算の対象となる「有料老人ホーム」とは、無届けであっても実態が
備わっていれば「有料老人ホーム」として取り扱うことでよいか。
27.4.1 事務連絡 介護保険最新情報vol.454 「平成27年度介護報酬改定に関す
るQ&A（平成27年4月1日）」の送付について ／9

　貴見の通りである。

特別地域定期巡回・随時対応型訪問介護看護加算

注６　別に厚生労働大臣が定める地域に所在する指定定期巡回・随時対応型
訪問介護看護事業所（その一部として使用される事務所が当該地域に所在し
ない場合は、当該事務所を除く。）又はその一部として使用される事務所の定
期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者が指定定期巡回・随時対応型訪問
介護看護を行った場合は、特別地域定期巡回・随時対応型訪問介護看護加算
として、１月につき所定単位数の１００分の１５に相当する単位数を所定単位数
に加算する。

16／59



定期巡回・介護報酬編（天晴れ介護サービス編) 

厚生労働大臣が定める地域

指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（平成十二年厚生省
告示第十九号）別表指定居宅サービス介護給付費単位数表の訪問介護費の
注１１、訪問入浴介護費の注５、訪問看護費の注７、訪問リハビリテーション費
の注３、居宅療養管理指導費のイ（１）及び（２）の注３、ロ（１）から（３）までの注
２、ハ（１）及び（２）の注４、ニ（１）及び（２）の注２並びにホ（１）から（３）までの注
２並びに福祉用具貸与費の注１、指定居宅介護支援に要する費用の額の算定
に関する基準（平成十二年厚生省告示第二十号）別表指定居宅介護支援介護
給付費単位数表の居宅介護支援費の注１、注２及び注４、指定地域密着型
サービスに要する費用の額の算定に関する基準（平成十八年厚生労働省告示
第百二十六号）別表指定地域密着型サービス介護給付費単位数表の定期巡
回・随時対応型訪問介護看護費の注５、夜間対応型訪問介護費の注４、小規
模多機能型居宅介護費の注７及び複合型サービス費の注６、指定介護予防
サービスに要する費用の額の算定に関する基準（平成十八年厚生労働省告示
第百二十七号）別表指定介護予防サービス介護給付費単位数表の介護予防
訪問入浴介護費の注５、介護予防訪問看護費の注６、介護予防訪問リハビリ
テーション費の注３、介護予防居宅療養管理指導費のイ（１）及び（２）の注３、
ロ（１）から（３）までの注２、ハ（１）及び（２）の注４、ニ（１）及び（２）の注２並びに
ホ（１）から（３）までの注２並びに介護予防福祉用具貸与費の注１、指定地域密
着型介護予防サービスに要する費用の額の算定に関する基準（平成十八年厚
生労働省告示第百二十八号）別表指定地域密着型介護予防サービス介護給
付費単位数表の介護予防小規模多機能型居宅介護費の注７並びに介護保険
法施行規則第百四十条の六十三の二第一項第一号に規定する厚生労働大臣
が定める基準（令和三年厚生労働省告示第七十二号）別表単位数表の訪問型
サービス費の注４の厚生労働大臣が別に定める地域

一　離島振興法（昭和二十八年法律第七十二号）第二条第一項の規定により
指定された離島振興対策実施地域
二　奄美群島振興開発特別措置法（昭和二十九年法律第百八十九号）第一条
に規定する奄美群島
三　山村振興法（昭和四十年法律第六十四号）第七条第一項の規定により指
定された振興山村
四　小笠原諸島振興開発特別措置法（昭和四十四年法律第七十九号）第四条
第一項に規定する小笠原諸島
五　沖縄振興特別措置法（平成十四年法律第十四号）第三条第三号に規定す
る離島
六　豪雪地帯対策特別措置法（昭和三十七年法律第七十三号）第二条第一項
の規定により指定された豪雪地帯及び同条第二項の規定により指定された特
別豪雪地帯、辺地に係る公共的施設の総合整備のための財政上の特別措置
等に関する法律（昭和三十七年法律第八十八号）第二条第一項に規定する辺
地、過疎地域自立促進特別措置法（平成十二年法律第十五号）第二条第一項
に規定する過疎地域その他の地域のうち、人口密度が希薄であること、交通が
不便であること等の理由により、介護保険法（平成九年法律第百二十三号）第
四十一条第一項に規定する指定居宅サービス及び同法第四十二条第一項第
二号に規定する基準該当居宅サービス並びに同法第四十六条第一項に規定
する指定居宅介護支援及び同法第四十七条第一項第一号に規定する基準該
当居宅介護支援並びに同法第五十三条第一項に規定する指定介護予防サー
ビス及び同法第五十四条第一項第二号に規定する基準該当介護予防サービ
スの確保が著しく困難であると認められる地域であって、厚生労働大臣が別に
定めるもの
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中山間地域等における小規模事業所加算

注７　別に厚生労働大臣が定める地域に所在し、かつ、別に厚生労働大臣が
定める施設基準に適合する指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所
（その一部として使用される事務所が当該地域に所在しない場合は、当該事務
所を除く。）又はその一部として使用される事務所の定期巡回・随時対応型訪
問介護看護従業者が指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護を行った場合
は、１月につき所定単位数の１００分の１０に相当する単位数を所定単位数に
加算する。

(５)　特別地域定期巡回・随時対応型訪問介護看護加算について

注６の「その一部として使用される事務所」とは、待機や道具の保管、着替え等
を行う出張所等（以下「サテライト事業所」という。）とし、例えば、本体の事業所
が離島等以外に所在し、サテライト事業所が離島等に所在する場合、本体事
業所を業務の本拠とする定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者による定
期巡回・随時対応型訪問介護看護は加算の対象とならず、サテライト事業所を
業務の本拠とする定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者による定期巡
回・随時対応型訪問介護看護は加算の対象となるものであること。

サテライト事業所のみが離島等に所在する場合には、当該サテライト事業所を
本拠とする定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者を明確にするとともに、
当該サテライト事業所からの提供した具体的なサービスの内容等の記録を行
い、管理すること。
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５　加算等が算定されなくなる場合の届出の取扱い

事業所の体制について加算等が算定されなくなる状況が生じた場合又は加算
等が算定されなくなることが明らかな場合は、速やかにその旨を届出させること
とする。なお、この場合は、加算等が算定されなくなった事実が発生した日から
加算等の算定を行わないものとする。また、この場合において、届出を行わず、
当該算定について請求を行った場合は、不正請求となり、支払われた介護給
付費は不当利得となるので返還措置を講ずることになることは当然であるが、
悪質な場合には指定の取消しをもって対処すること。

(６)　注７の取扱い
①　(５)を参照のこと。
②　実利用者数は前年度（３月を除く。）の１月当たりの平均実利用者数をいう
ものとする。
③　前年度の実績が６月に満たない事業所（新たに事業を開始、又は再開した
事業所を含む。）については、直近の３月における１月当たりの平均実利用者
数を用いるものとする。したがって、新たに事業を開始、又は再開した事業者に
ついては、４月目以降届出が可能となるものであること。
平均実利用者数については、毎月ごとに記録するものとし、所定の利用者数を
上回った場合については、直ちに第１の５の届出を提出しなければならない。
④　当該加算を算定する事業所は、その旨について利用者に事前に説明を行
い、同意を得てサービスを行う必要があること。

(５)　特別地域定期巡回・随時対応型訪問介護看護加算について

注６の「その一部として使用される事務所」とは、待機や道具の保管、着替え等
を行う出張所等（以下「サテライト事業所」という。）とし、例えば、本体の事業所
が離島等以外に所在し、サテライト事業所が離島等に所在する場合、本体事
業所を業務の本拠とする定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者による定
期巡回・随時対応型訪問介護看護は加算の対象とならず、サテライト事業所を
業務の本拠とする定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者による定期巡
回・随時対応型訪問介護看護は加算の対象となるものであること。

サテライト事業所のみが離島等に所在する場合には、当該サテライト事業所を
本拠とする定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者を明確にするとともに、
当該サテライト事業所からの提供した具体的なサービスの内容等の記録を行
い、管理すること。

二十六　指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護における指定地域密着型
サービスに要する費用の額の算定に関する基準（平成十八年厚生労働省告示
第百二十六号）別表指定地域密着型サービス介護給付費単位数表（以下「指
定地域密着型サービス介護給付費単位数表」という。）の定期巡回・随時対応
型訪問介護看護費の注６に係る施設基準

一月当たり実利用者数が五人以下の指定定期巡回・随時対応型訪問介護看
護事業所であること。
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一　指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（平成十二年厚
生省告示第十九号）別表指定居宅サービス介護給付費単位数表（以下「指定
居宅サービス介護給付費単位数表」という。）の訪問介護費の注１２、訪問入浴
介護費の注６、訪問看護費の注８、訪問リハビリテーション費の注４、居宅療養
管理指導費のイ（１）及び（２）の注４、ロ（１）から（３）までの注３、ハ（１）及び
（２）の注５、ニ（１）及び（２）の注３並びにホ（１）から（３）までの注３並びに福祉
用具貸与費の注２、指定居宅介護支援に要する費用の額の算定に関する基準
（平成十二年厚生労働省告示第二十号）別表指定居宅介護支援介護給付費
単位数表（以下「指定居宅介護支援介護給付費単位数表」という。）の居宅介
護支援費の注１、注２及び注５、指定地域密着型サービスに要する費用の額の
算定に関する基準（平成十八年厚生労働省告示第百二十六号）別表指定地域
密着型サービス介護給付費単位数表（以下「指定地域密着型サービス介護給
付費単位数表」という。）の定期巡回・随時対応型訪問介護看護費の注７、夜
間対応型訪問介護費の注５、小規模多機能型居宅介護費の注８及び複合型
サービス費の注７、指定介護予防サービスに要する費用の額の算定に関する
基準（平成十八年厚生労働省告示第百二十七号）別表指定介護予防サービス
介護給付費単位数表（以下「指定介護予防サービス介護給付費単位数表」と
いう。）の介護予防訪問入浴介護費の注６、介護予防訪問看護費の注７、介護
予防訪問リハビリテーション費の注４、介護予防居宅療養管理指導費のイ（１）
及び（２）の注４、ロ（１）から（３）までの注３、ハ（１）及び（２）の注５、ニ（１）及び
（２）の注３並びにホ（１）から（３）までの注３並びに介護予防福祉用具貸与費の
注２、指定地域密着型介護予防サービスに要する費用の額の算定に関する基
準（平成十八年厚生労働省告示第百二十八号）別表指定地域密着型介護予
防サービス介護給付費単位数表（以下「指定地域密着型介護予防サービス介
護給付費単位数表」という。）の介護予防小規模多機能型居宅介護費の注８並
びに介護保険法施行規則第百四十条の六十三の二第一項第一号に規定する
厚生労働大臣が定める基準（令和三年厚生労働省告示第七十二号）別表単位
数表の訪問型サービス費の注５の厚生労働大臣が別に定める地域

厚生労働大臣が定める一単位の単価（平成二十七年厚生労働省告示第九十
三号）第二号のその他の地域であって、次のいずれかに該当する地域のうち厚
生労働大臣が定める地域（平成二十四年厚生労働省告示第百二十号）に規定
する地域を除いた地域

イ　豪雪地帯対策特別措置法（昭和三十七年法律第七十三号）第二条第一項
の規定により指定された豪雪地帯及び同条第二項の規定により指定された特
別豪雪地帯

ロ　辺地に係る公共的施設の総合整備のための財政上の特別措置等に関す
る法律（昭和三十七年法律第八十八号）第二条第一項に規定する辺地

ハ　半島振興法（昭和六十年法律第六十三号）第二条第一項の規定により指
定された半島振興対策実施地域

ニ　特定農山村地域における農林業等の活性化のための基盤整備の促進に
関する法律（平成五年法律第七十二号）第二条第一項に規定する特定農山村
地域

ホ　過疎地域自立促進特別措置法（平成十二年法律第十五号）第二条第一項
に規定する過疎地域

20／59



定期巡回・介護報酬編（天晴れ介護サービス編) 

(７)　注８の取扱い
注８の加算を算定する利用者については、指定地域密着型サービス基準第３
条の19第３項に規定する交通費の支払いを受けることはできないこととする。

二　指定居宅サービス介護給付費単位数表の訪問介護費の注１３、訪問入浴
介護費の注７、訪問看護費の注９、訪問リハビリテーション費の注５、居宅療養
管理指導費のイ（１）及び（２）の注５、ロ（１）から（３）までの注４、ハ（１）及び
（２）の注６、ニ（１）及び（２）の注４並びにホ（１）から（３）までの注４、通所介護
費の注７、通所リハビリテーション費の注６並びに福祉用具貸与費の注３、指定
居宅介護支援介護給付費単位数表の居宅介護支援費の注６、指定地域密着
型サービス介護給付費単位数表の定期巡回・随時対応型訪問介護看護費の
注８、夜間対応型訪問介護費の注６、認知症対応型通所介護費の注５、小規
模多機能型居宅介護費の注９、複合型サービス費の注８及び地域密着型通所
介護費の注９、指定介護予防サービス介護給付費単位数表の介護予防訪問
入浴介護費の注７、介護予防訪問看護費の注８、介護予防訪問リハビリテー
ション費の注５、介護予防居宅療養管理指導費のイ（１）及び（２）の注５、ロ（１）
から（３）までの注４、ハ（１）及び（２）の注６、ニ（１）及び（２）の注４並びにホ（１）
から（３）までの注４、介護予防通所リハビリテーション費の注２、介護予防福祉
用具貸与費の注３、指定地域密着型介護予防サービス介護給付費単位数表
の介護予防認知症対応型通所介護費の注５及び介護予防小規模多機能型居
宅介護費の注９並びに介護保険法施行規則第百四十条の六十三の二第一項
第一号に規定する厚生労働大臣が定める基準別表単位数表の訪問型サービ
ス費の注６及び通所型サービス費の注２の厚生労働大臣が別に定める地域

次のいずれかに該当する地域
イ　離島振興法（昭和二十八年法律第七十二号）第二条第一項の規定により
指定された離島振興対策実施地域
ロ　奄美群島振興開発特別措置法（昭和二十九年法律第百八十九号）第一条
に規定する奄美群島
ハ　豪雪地帯対策特別措置法（昭和三十七年法律第七十三号）第二条第一項
に規定する豪雪地帯及び同条第二項の規定により指定された特別豪雪地帯
ニ　辺地に係る公共的施設の総合整備のための財政上の特別措置等に関す
る法律（昭和三十七年法律第八十八号）第二条第一項に規定する辺地
ホ　山村振興法（昭和四十年法律第六十四号）第七条第一項の規定により指
定された振興山村
ヘ　小笠原諸島振興開発特別措置法（昭和四十四年法律第七十九号）第四条
第一項に規定する小笠原諸島
ト　半島振興法（昭和六十年法律第六十三号）第二条第一項の規定により指定
された半島振興対策実施地域
チ　特定農山村地域における農林業等の活性化のための基盤整備の促進に
関する法律（平成五年法律第七十二号）第二条第一項に規定する特定農山村
地域
リ　過疎地域自立促進特別措置法（平成十二年法律第十五号）第二条第一項
に規定する過疎地域
ヌ　沖縄振興特別措置法（平成十四年法律第十四号）第三条第三号に規定す
る離島

中山間地域等に居住する者へのサービス提供加算

注８　指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所の定期巡回・随時対応
型訪問介護看護従業者が、別に厚生労働大臣が定める地域に居住している利
用者に対して、通常の事業の実施地域（指定地域密着型サービス基準第３条
の１９第３項に規定する通常の事業の実施地域をいう。）を越えて、指定定期巡
回・随時対応型訪問介護看護を行った場合は、１月につき所定単位数の１００
分の５に相当する単位数を所定単位数に加算する。
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④　緊急時訪問看護加算の届出は利用者や居宅介護支援事業所が定期巡
回・随時対応型訪問介護看護事業所を選定する上で必要な情報として届け出
させること。なお、緊急時訪問看護加算の算定に当たっては、第１の１の(５)に
よらず、届出を受理した日から算定するものとする。

②　緊急時訪問看護加算については、介護保険の給付対象となる訪問看護
サービスを行った日の属する月の所定単位数に加算するものとする。なお当該
加算を介護保険で請求した場合には、同月に訪問看護及び看護小規模多機
能型居宅介護を利用した場合の当該各サービスにおける緊急時訪問看護加
算並びに同月に医療保険における訪問看護を利用した場合の当該訪問看護
における24時間対応体制加算は算定できないこと。

③　緊急時訪問看護加算は、１人の利用者に対し、１か所の事業所に限り算定
できる。このため、緊急時訪問看護加算に係る訪問看護サービスを受けようと
する利用者に説明するに当たっては、当該利用者に対して、他の事業所から緊
急時訪問看護加算に係る訪問看護を受けていないか確認すること。

注９　イ（２）について、指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所（連携
型指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所を除く。以下「一体型指定
定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所」という。）が、利用者の同意を得
て、計画的に訪問することとなっていない緊急時訪問を必要に応じて行う体制
にある場合（訪問看護サービスを行う場合に限る。）には、緊急時訪問看護加
算として、１月につき３１５単位を所定単位数に加算する。

(８)　緊急時訪問看護加算について

①　緊急時訪問看護加算については、利用者又はその家族等から電話等によ
り看護に関する意見を求められた場合に常時対応できる体制にある事業所に
おいて、当該事業所の看護師等が訪問看護サービスを受けようとする者に対し
て、当該体制にある旨及び計画的に訪問することとなっていない緊急時訪問を
行う体制にある場合には当該加算を算定する旨を説明し、その同意を得た場
合に加算する。

緊急時訪問看護加算
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＜緊急時訪問看護加算＞

緊急時訪問看護加算について、訪問看護を行う医療機関において、当該医療
機関の管理者である医師が緊急時に対応する場合に当該加算を算定できる
か。
15.5.30 事務連絡 介護保険最新情報vol.151 介護報酬に係るQ&A ／3

緊急時訪問看護加算に係る連絡相談を担当するものは、原則として、当該訪
問看護ステーションの保健師、看護師とし、勤務体制等を明確にすることとされ
ているが、病院又は診療所の場合に限り、医師が対応してもよい。

＜緊急時訪問看護加算＞

訪問看護の緊急時訪問看護加算の算定要件について、特別管理加算を算定
する状態の者が算定されており、特別管理加算の算定は個別の契約が必要な
ので、その契約が成立しない場合は緊急時訪問看護加算も算定できないの
か。
18.3.22 介護制度改革information vol.78 平成18年4月改定関係Q＆A(vol.1) ／
4

緊急時訪問看護加算は、利用者又はその家族等に対して24時間連絡体制に
あって、かつ、計画的に訪問することとなっていない緊急時訪問を必要に応じて
行う場合、利用者の同意を得て算定するものであり、特別管理加算の算定の
有無はその算定要件ではない。

(６)　届出に係る加算等の算定の開始時期

定期巡回・随時対応型訪問介護看護、夜間対応型訪問介護、地域密着型通所
介護、認知症対応型通所介護、小規模多機能型居宅介護若しくは看護小規模
多機能型居宅介護又は介護予防認知症対応型通所介護若しくは介護予防小
規模多機能型居宅介護における届出に係る加算等（算定される単位数が増え
るものに限る。以下同じ。）については、適正な支給限度額管理のため、利用
者や居宅介護支援事業者等に対する周知期間を確保する観点から、届出が毎
月15日以前になされた場合には翌月から、16日以降になされた場合には翌々
月から、算定を開始するものとすること。ただし、令和３年４月から算定を開始
する加算等の届出については、前記にかかわらず、同年４月１日以前になされ
ていれば足りるものとする。

認知症対応型共同生活介護若しくは介護予防認知症対応型共同生活介護（い
ずれも短期利用型を含む。）、地域密着型特定施設入居者生活介護又は地域
密着型介護老人福祉施設入所者生活介護における届出に係る加算等につい
ては、届出が受理された日が属する月の翌月（届出が受理された日が月の初
日である場合は当該月）から算定を開始するものとする。
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注１０　イ（２）について、訪問看護サービスに関し特別な管理を必要とする利用
者（別に厚生労働大臣が定める状態にあるものに限る。以下同じ。）に対して、
一体型指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所が、訪問看護サービス
の実施に関する計画的な管理を行った場合は、厚生労働大臣が定める区分に
応じて、特別管理加算として、１月につき次に掲げる所定単位数を加算する。た
だし、次に掲げるいずれかの加算を算定している場合においては、次に掲げる
その他の加算は算定しない。

（１）　特別管理加算 （Ⅰ） 　５００単位
（２）　特別管理加算 （Ⅱ） 　２５０単位

三十三　指定地域密着型サービス介護給付費単位数表の定期巡回・随時対応
型訪問介護看護費の注１０の厚生労働大臣が定める状態

第六号に規定する状態

＜特別管理加算＞

特別管理加算は1人の利用者につき1ヵ所の訪問看護事業所しか算定できない
が、定期巡回・随時対応型訪問介護看護又は複合型サービスを利用する場合
など訪問看護事業所以外の事業所であれば同一月に複数の事業所で特別管
理加算を算定できるのか。
24.3.16 事務連絡 介護保険最新情報vol.267 「平成２４年度介護報酬改定に関
するＱ＆Ａ(Vol.1)（平成24年3月16日）」の送付について ／30

訪問看護を利用中の者は、同時に定期巡回・随時対応型訪問介護看護及び複
合型サービスを利用することはできないため算定できない。
ただし、月の途中で訪問看護の利用を中止し、定期巡回・随時対応型訪問介
護看護又は複合型サービスの利用を開始する場合等は当該月に複数のサー
ビスを利用することになるが、このような場合であっても特別管理加算は1人の
利用者につき1事業所しか算定できないため、費用の分配方法については事業
所間の合議により決定されたい。
　　なお、緊急時訪問看護加算、ターミナルケア加算、退院時共同指導加算（2
回算定出来る場合を除く）についても同様の取扱いとなる。

特別管理加算
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①　特別管理加算については、利用者や居宅介護支援事業所が定期巡回・随
時対応型訪問介護看護事業所を選定する上で必要な情報として届け出させる
こと。

③　特別管理加算は、１人の利用者に対し、１か所の事業所に限り算定でき
る。

④　「真皮を越える褥瘡の状態」とは、ＮＰＵＡＰ（Ｎａｔｉｏｎａｌ　Ｐｒｅｓｓｕｒｅ　Ｕｌｃｅｒ
ｏｆ　Ａｄｖｉｓｏｒｙ　Ｐａｎｅｌ）分類Ⅲ度若しくはⅣ度又はＤＥＳＩＧＮ分類（日本褥瘡学
会によるもの）Ｄ３、Ｄ４若しくはＤ５に該当する状態をいう。

六　指定居宅サービス介護給付費単位数表の訪問看護費の注５の厚生労働
大臣が定める状態

次のいずれかに該当する状態

イ　診療報酬の算定方法（平成二十年厚生労働省告示第五十九号）別表第一
医科診療報酬点数表（以下「医科診療報酬点数表」という。）に掲げる在宅悪性
腫瘍等患者指導管理若しくは在宅気管切開患者指導管理を受けている状態又
は気管カニューレ若しくは留置カテーテルを使用している状態
ロ　医科診療報酬点数表に掲げる在宅自己腹膜灌（かん）流指導管理、在宅
血液透析指導管理、在宅酸素療法指導管理、在宅中心静脈栄養法指導管
理、在宅成分栄養経管栄養法指導管理、在宅自己導尿指導管理、在宅持続
陽圧呼吸療法指導管理、在宅自己疼（とう）痛管理指導管理又は在宅肺高血
圧症患者指導管理を受けている状態
ハ　人工肛（こう）門又は人工膀（ぼう）胱（こう）を設置している状態
ニ　真皮を越える褥（じよく）瘡（そう）の状態
ホ　点滴注射を週三日以上行う必要があると認められる状態

②　特別管理加算は、介護保険の給付対象となる訪問看護サービスを行った
日の属する月に算定するものとする。なお、当該加算を介護保険で請求した場
合には、同月に訪問看護及び看護小規模多機能型居宅介護を利用した場合
の当該各サービスにおける特別管理加算並びに同月に医療保険における訪
問看護を利用した場合の当該訪問看護における特別管理加算は算定できない
こと。

三十四　指定地域密着型サービス介護給付費単位数表の定期巡回・随時対応
型訪問介護看護費の注１０の厚生労働大臣が定める区分

イ　特別管理加算 （Ⅰ） 　第六号イに規定する状態にある者に対して指定定期
巡回・随時対応型訪問介護看護（指定地域密着型サービスの事業の人員、設
備及び運営に関する基準（平成十八年厚生労働省令第三十四号。以下「指定
地域密着型サービス基準」という。）第三条の二に規定する指定定期巡回・随
時対応型訪問介護看護をいう。ロにおいて同じ。）を行う場合

ロ　特別管理加算 （Ⅱ） 　第六号ロ、ハ、ニ又はホに規定する状態にある者に
対して指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護を行う場合
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⑧　訪問の際、症状が重篤であった場合には、速やかに医師による診療を受け
ることができるよう必要な支援を行うこととする。

＜特別管理加算＞

特別管理加算の対象者のうち「ドレーンチューブ又は留置カテーテルを使用し
ている状態」をされているが、流動食を経鼻的に注入している者について算定
できるか。
15.5.30 事務連絡 介護保険最新情報vol.151 介護報酬に係るQ&A ／4

算定できる。

＜特別管理加算＞

複数の事業所から訪問看護を利用する場合の特別管理加算について、「その
配分は事業所相互の合議に委ねられる」とされているが、その具体的な内容に
ついて
15.5.30 事務連絡 介護保険最新情報vol.151 介護報酬に係るQ&A ／5

特別管理加算については、1人の利用者に対し、1か所の事業所に限り算定で
きるが、複数の訪問看護事業所が関わっている場合は、1か所の事業所が加
算を請求した後に、事業所間で協議して、各事業所の特別管理に係る業務の
比重に応じて当該請求に係る収入を按分することになる。

⑥　「点滴注射を週３日以上行う必要があると認められる状態」とは、主治の医
師が点滴注射を週３日以上行うことが必要である旨の指示を定期巡回・随時対
応型訪問介護看護事業所に行った場合であって、かつ、当該事業所の看護職
員が週３日以上点滴注射を実施している状態をいう。

⑦　⑥の状態にある者に対して特別管理加算を算定する場合は、点滴注射が
終了した場合その他必要が認められる場合には、主治の医師に対して速やか
に当該者の状態を報告するとともに、訪問看護サービス記録書に点滴注射の
実施内容を記録すること。

⑤　「真皮を越える褥瘡の状態にある者」に対して特別管理加算を算定する場
合には、定期的（１週間に１回以上）に褥瘡の状態の観察・アセスメント・評価
（褥瘡の深さ、滲出液、大きさ、炎症・感染、肉芽組織、壊死組織、ポケット）を
行い、褥瘡の発生部位及び実施したケア（利用者の家族等に行う指導を含む）
について訪問看護サービス記録書に記録すること。
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＜特別管理加算＞

ドレーンチューブを使用している場合は、特別管理加算を算定できないのか。
24.3.16 事務連絡 介護保険最新情報vol.267 「平成２４年度介護報酬改定に関
するＱ＆Ａ(Vol.1)（平成24年3月16日）」の送付について ／28

経皮経肝胆管ドレナージチューブなど留置されているドレーンチューブについて
は、留置カテーテルと同様に計画的な管理を行っている場合は算定できる。た
だし、処置等のため短時間、一時的に挿入されたドレーンチューブについては
算定できない。なお、定期巡回・随時対応型訪問介護看護及び複合型サービ
スの特別管理加算についても同様の取扱いとなる。

＜特別管理加算＞

特別管理加算を算定するためには、緊急時訪問看護加算を算定することが要
件であるか。
15.5.30 事務連絡 介護保険最新情報vol.151 介護報酬に係るQ&A ／6

特別管理加算の算定について、緊急時訪問看護加算は要件ではないが、特別
管理加算の対象者又はその家族等から電話等により看護に関する意見を求め
られた場合に常時対応できる体制その他必要な体制を整備していることが望ま
しい。

＜特別管理加算＞

理学療法士等による訪問看護のみを利用する利用者について特別管理加算
は算定できるか。
15.5.30 事務連絡 介護保険最新情報vol.151 介護報酬に係るQ&A ／7

特別管理加算については､別に厚生労働大臣が定める状態にある利用者に対
して、当該状態にかかる計画的な管理を行った場合に算定するとされており、
訪問看護ステーションの理学療法士等によりリハビリテーションを中心とした訪
問看護のみを利用する利用者については、そうした計画的な管理が行われて
いるとは想定されないため、一般的には、当該加算は算定できない。
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＜特別管理加算＞

特別管理加算は1人の利用者につき1ヵ所の訪問看護事業所しか算定できない
が、定期巡回・随時対応型訪問介護看護又は複合型サービスを利用する場合
など訪問看護事業所以外の事業所であれば同一月に複数の事業所で特別管
理加算を算定できるのか。
24.3.16 事務連絡 介護保険最新情報vol.267 「平成２４年度介護報酬改定に関
するＱ＆Ａ(Vol.1)（平成24年3月16日）」の送付について ／30

訪問看護を利用中の者は、同時に定期巡回・随時対応型訪問介護看護及び複
合型サービスを利用することはできないため算定できない。
ただし、月の途中で訪問看護の利用を中止し、定期巡回・随時対応型訪問介
護看護又は複合型サービスの利用を開始する場合等は当該月に複数のサー
ビスを利用することになるが、このような場合であっても特別管理加算は1人の
利用者につき1事業所しか算定できないため、費用の分配方法については事業
所間の合議により決定されたい。
　　なお、緊急時訪問看護加算、ターミナルケア加算、退院時共同指導加算（2
回算定出来る場合を除く）についても同様の取扱いとなる。

＜特別管理加算＞

「真皮を超える褥瘡の状態にある者」の特別管理加算の算定要件として「定期
的に褥瘡の状態の観察・アセスメント・評価を行い～（略）～実施したケアにつ
いて訪問看護記録書に記録すること」とあるが、記録について具体的な様式は
定められているのか。
24.3.16 事務連絡 介護保険最新情報vol.267 「平成２４年度介護報酬改定に関
するＱ＆Ａ(Vol.1)（平成24年3月16日）」の送付について ／31

様式は定めていない。

＜特別管理加算＞

留置カテーテルが挿入されていれば、特別管理加算は算定できるのか。
24.3.16 事務連絡 介護保険最新情報vol.267 「平成２４年度介護報酬改定に関
するＱ＆Ａ(Vol.1)（平成24年3月16日）」の送付について ／29

留置カテーテルからの排液の性状、量などの観察、薬剤の注入、水分バランス
の計測等計画的な管理を行っている場合は算定できるが、単に留置カテーテ
ルが挿入されているだけでは算定できない。
　　また、輸液用のポート等が挿入されている場合であっても、訪問看護におい
て一度もポートを用いた薬剤の注入を行っていない場合は、計画的な管理が十
分に行われていないため算定できない。
なお、定期巡回・随時対応型訪問介護看護及び複合型サービスの特別管理加
算についても同様の取扱いとなる。
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＜特別管理加算＞

「点滴注射を週3日以上行う必要があると認められる状態」として、特別管理加
算を算定する場合、週や月をまたがって週3日の要件を満たす場合はどのよう
に取り扱うのか。
24.3.30 事務連絡 介護保険最新情報vol.273 「平成２４年度介護報酬改定に関
するＱ＆Ａ（Vol.2）（平成24年3月30日）」の送付について ／3

点滴注射を7日間の医師の指示期間に3日以上実施していれば算定可能であ
る。
例えば4月28日（土曜日）から5月4日（金曜日）までの7日間点滴を実施する指
示が出た場合（指示期間＊1）は、算定要件を満たす3日目の点滴を実施した4
月に特別管理加算を算定する。加算は医師の指示期間につき1回算定できる
が、月をまたいだ場合でも、4月、5月それぞれ3回以上点滴を実施しても両月で
特別管理加算を算定することはできない。なお、上記の場合、5月中に再度点
滴注射の指示（＊2）があり要件を満たす場合は、5月も算定可能となる。

＜特別管理加算＞

　「点滴注射を週3回以上行う必要があると認められる状態」として、特別管理
加算を算定する場合の医師の指示は在宅患者訪問点滴注射指示書であるこ
とが必要か。
24.3.16 事務連絡 介護保険最新情報vol.267 「平成２４年度介護報酬改定に関
するＱ＆Ａ(Vol.1)（平成24年3月16日）」の送付について ／32

在宅患者訪問点滴注射指示書である必要はなく、医師の指示があることがわ
かれば通常の訪問看護指示書その他の様式であっても差し支えない。ただし、
点滴注射の指示については７日毎に指示を受ける必要がある。

＜特別管理加算＞

予定では週3日以上の点滴注射指示が出ていたが、利用者の状態変化等によ
り3日以上実施出来なかった場合は算定できるのか。
24.3.16 事務連絡 介護保険最新情報vol.267 「平成２４年度介護報酬改定に関
するＱ＆Ａ(Vol.1)（平成24年3月16日）」の送付について ／34

算定できない。

29／59



定期巡回・介護報酬編（天晴れ介護サービス編) 

四十五　定期巡回・随時対応型訪問介護看護費におけるターミナルケア加算
の基準
第八号の規定を準用する。

八　訪問看護費におけるターミナルケア加算の基準

イ　ターミナルケアを受ける利用者について二十四時間連絡できる体制を確保
しており、かつ、必要に応じて、指定訪問看護（指定居宅サービス等基準第五
十九条に規定する指定訪問看護をいう。以下同じ。）を行うことができる体制を
整備していること。

ロ　主治の医師との連携の下に、指定訪問看護におけるターミナルケアに係る
計画及び支援体制について利用者及びその家族等に対して説明を行い、同意
を得てターミナルケアを行っていること。

ハ　ターミナルケアの提供について利用者の身体状況の変化等必要な事項が
適切に記録されていること。

ターミナルケア加算

注１１　イ（２）について、在宅で死亡した利用者について、別に厚生労働大臣が
定める基準に適合しているものとして市町村長（特別区の区長を含む。以下同
じ。）に届け出た一体型指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所が、そ
の死亡日及び死亡日前１４日以内に２日（死亡日及び死亡日前１４日以内に当
該利用者（末期の悪性腫瘍その他別に厚生労働大臣が定める状態にあるもの
に限る。）に訪問看護を行っている場合にあっては、１日）以上ターミナルケアを
行った場合（ターミナルケアを行った後、２４時間以内に在宅以外で死亡した場
合を含む。）は、ターミナルケア加算として、当該利用者の死亡月につき２，００
０単位を所定単位数に加算する。

＜特別管理加算＞

今回の改定において特別管理加算の対象者から、ドレーンチューブを使用して
いる状態が削除されているが、ドレーンチューブを使用している状態にある利
用者に訪問看護を行った場合に特別管理加算は算定できなくなったのか。
24.4.25 事務連絡 介護保険最新情報vol.284 「平成２４年度介護報酬改定に関
するＱ＆Ａ（vol．3）（平成24年4月25日）」の送付について ／3

ドレーンチューブを使用している状態にある者は、留置カテーテルを使用してい
る状態にある者に含まれるため、特別管理加算（Ⅰ）を算定することが可能で
ある。

＜特別管理加算＞

経管栄養や中心静脈栄養の状態にある利用者については特別管理加算（Ⅰ）
と特別管理加算（Ⅱ）のどちらを算定するのか。
24.4.25 事務連絡 介護保険最新情報vol.284 「平成２４年度介護報酬改定に関
するＱ＆Ａ（vol．3）（平成24年4月25日）」の送付について ／4

経管栄養や中心静脈栄養の状態にある利用者は留置カテーテルを使用してい
る状態にある者であるため、特別管理加算（Ⅰ）を算定する。
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三十五　指定地域密着型サービス介護給付費単位数表の定期巡回・随時対応
型訪問介護看護費の注１１の厚生労働大臣が定める状態
第八号に規定する状態

②　ターミナルケア加算は、１人の利用者に対し、１か所の事業所に限り算定で
きる。なお、当該加算を介護保険で請求した場合には、同月に訪問看護及び看
護小規模多機能型居宅介護を利用した場合の当該各サービスにおけるターミ
ナルケア加算並びに同月に医療保険における訪問看護を利用した場合の訪問
看護ターミナルケア療養費及び訪問看護・指導料における在宅ターミナルケア
加算（以下２において「ターミナルケア加算等」という。）は算定できないこと。

③　１の事業所において、死亡日及び死亡日前14日以内に医療保険又は介護
保険の給付の対象となる訪問看護をそれぞれ１日以上実施した場合は、最後
に実施した保険制度においてターミナルケア加算等を算定すること。この場合
において他制度の保険によるターミナルケア加算等は算定できないこと。

(10)　ターミナルケア加算について

①　ターミナルケア加算については、在宅で死亡した利用者の死亡月に算定す
ることとされているが、ターミナルケアを最後に行った日の属する月と、利用者
の死亡月が異なる場合には、死亡月に算定することとする。

八　指定居宅サービス介護給付費単位数表の訪問看護費の注１２の厚生労働
大臣が定める状態

次のいずれかに該当する状態

イ　多発性硬化症、重症筋無力症、スモン、筋萎縮性側索硬化症、脊髄小脳変
性症、ハンチントン病、進行性筋ジストロフィー症、パーキンソン病関連疾患（進
行性核上性麻痺、大脳皮質基底核変性症及びパーキンソン病（ホーエン・ヤー
ルの重症度分類がステージ三以上であって生活機能障害度がⅡ度又はⅢ度
のものに限る。）をいう。）、多系統萎縮症（線条体黒質変性症、オリーブ橋小脳
萎縮症及びシャイ・ドレーガー症候群をいう。）、プリオン病、亜急性硬化性全脳
炎、ライソゾーム病、副腎白質ジストロフィー、脊髄性筋萎縮症、球脊髄性筋萎
縮症、慢性炎症性脱髄性多発神経炎、後天性免疫不全症候群、頚（けい）髄損
傷及び人工呼吸器を使用している状態

ロ　急性増悪その他当該利用者の主治の医師が一時的に頻回の訪問看護が
必要であると認める状態
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⑤　ターミナルケアを実施中に、死亡診断を目的として医療機関へ搬送し、24
時間以内に死亡が確認される場合等については、ターミナルケア加算を算定
することができるものとする。

⑥　ターミナルケアの実施にあたっては、他の医療及び介護関係者と十分な連
携を図るよう努めること。

＜ターミナルケア加算＞

死亡日及び死亡日前14日前に介護保険、医療保険でそれぞれ1回、合計2回
ターミナルケアを実施した場合にターミナルケア加算は算定できるのか。
24.3.16 事務連絡 介護保険最新情報vol.267 「平成２４年度介護報酬改定に関
するＱ＆Ａ(Vol.1)（平成24年3月16日）」の送付について ／35

算定できる。最後に実施した保険制度において算定すること。

④　ターミナルケアの提供においては、次に掲げる事項を訪問看護サービス記
録書に記録しなければならない。

ア　終末期の身体症状の変化及びこれに対する看護についての記録
イ　療養や死別に関する利用者及び家族の精神的な状態の変化及びこれに対
するケアの経過についての記録
ウ　看取りを含めたターミナルケアの各プロセスにおいて利用者及び家族の意
向を把握し、それに基づくアセスメント及び対応の経過の記録

なお、ウについては、厚生労働省「人生の最終段階における医療・ケアの決定
プロセスに関するガイドライン」等の内容を踏まえ、利用者本人及びその家族
等と話し合いを行い、利用者本人の意思決定を基本に、他の関係者との連携
の上対応すること。

＜特別管理加算＞

特別管理加算は1人の利用者につき1ヵ所の訪問看護事業所しか算定できない
が、定期巡回・随時対応型訪問介護看護又は複合型サービスを利用する場合
など訪問看護事業所以外の事業所であれば同一月に複数の事業所で特別管
理加算を算定できるのか。
24.3.16 事務連絡 介護保険最新情報vol.267 「平成２４年度介護報酬改定に関
するＱ＆Ａ(Vol.1)（平成24年3月16日）」の送付について ／30

訪問看護を利用中の者は、同時に定期巡回・随時対応型訪問介護看護及び複
合型サービスを利用することはできないため算定できない。
ただし、月の途中で訪問看護の利用を中止し、定期巡回・随時対応型訪問介
護看護又は複合型サービスの利用を開始する場合等は当該月に複数のサー
ビスを利用することになるが、このような場合であっても特別管理加算は1人の
利用者につき1事業所しか算定できないため、費用の分配方法については事業
所間の合議により決定されたい。
　　なお、緊急時訪問看護加算、ターミナルケア加算、退院時共同指導加算（2
回算定出来る場合を除く）についても同様の取扱いとなる。
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＜その他＞

ターミナルケア加算について、「死亡診断を目的として医療機関へ搬送し、２４
時間以内に死亡が確認される場合」とあるが、２４時間以内とはターミナルケア
を行ってから２４時間以内という理解でよいか。
24.3.16 事務連絡 介護保険最新情報vol.267 「平成２４年度介護報酬改定に関
するＱ＆Ａ(Vol.1)（平成24年3月16日）」の送付について ／180

ターミナルケアを行ってから２４時間以内である。

ハ　初期加算　３０単位

注　指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護の利用を開始した日から起算し
て３０日以内の期間については、初期加算として、１日につき所定単位数を加
算する。３０日を超える病院又は診療所への入院の後に指定定期巡回・随時対
応型訪問介護看護の利用を再び開始した場合も、同様とする。

初期加算

 ＜初期加算＞

定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所の利用者が、一旦契約を解除し
て、再度、解除日の２週間後に当該定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業
所を利用する場合、初期加算は再契約の日から30日間算定することは可能
か。
3.3.29 事務連絡 「令和３年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.４）（令和３年３
月29日）」の送付について ／16

病院等に入院のため、定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所の契約を解
除した場合で、入院の期間が30日以内のときは、再契約後に初期加算を算定
することはできない（「指定地域密着型サービスに要する費用の額に関する基
準」（平成18年厚生労働省告示第126号）別表１ハの注）が、そうでない場合
は、初期加算を算定することは可能である。
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以下、（国民健康保険中央会資料）『小規模多機能型居宅介護の初期加算の
算定について（＜介護　管理番号130809-001＞（緊急連絡））』より
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ニ　退院時共同指導加算　６００単位

注　病院、診療所、介護老人保健施設又は介護医療院に入院中又は入所中の
者が退院又は退所するに当たり、一体型指定定期巡回・随時対応型訪問介護
看護事業所の保健師、看護師又は理学療法士、作業療法士若しくは言語聴覚
士が退院時共同指導（当該者又はその看護に当たっている者に対して、病院、
診療所、介護老人保健施設又は介護医療院の主治の医師その他の従業者と
共同し、在宅での療養上必要な指導を行い、その内容を文書により提供するこ
とをいう。以下同じ。）を行った後、当該者の退院又は退所後に当該者に対する
初回の訪問看護サービスを行った場合に、退院時共同指導加算として、当該
退院又は退所につき１回（特別な管理を必要とする利用者については２回）に
限り、所定単位数を加算する。

退院時共同指導加算
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③　複数の定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所等が退院時共同指導
を行う場合には、主治の医師の所属する保険医療機関又は介護老人保健施
設若しくは介護医療院に対し、他の定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業
所等における退院時共同指導の実施の有無について確認すること。

①　退院時共同指導加算は、病院、診療所、介護老人保健施設又は介護医療
院に入院中又は入所中の者が退院又は退所するに当たり、定期巡回・随時対
応型訪問介護看護事業所の看護師等が退院時共同指導を行った後に、当該
者の退院又は退所後、初回の訪問看護サービスを実施した場合に、１人の利
用者に当該者の退院又は退所につき１回（厚生労働大臣が定める状態（利用
者等告示第６号を参照のこと。）にある利用者について、複数日に退院時共同
指導を行った場合には２回）に限り、当該加算を算定できること。この場合の当
該加算の算定は、初回の訪問看護サービスを実施した日の属する月に算定す
ること。なお、当該加算を算定する月の前月に退院時共同指導を行っている場
合においても算定できること。

また、退院時共同指導は、テレビ電話装置等（リアルタイムでの画像を介したコ
ミュニケーションが可能な機器をいう。以下同じ。）を活用して行うことができるも
のとする。ただし、テレビ電話装置等の活用について当該利用者又はその看護
に当たる者の同意を得なければならない。なお、テレビ電話装置等の活用に当
たっては、個人情報保護委員会・厚生労働省「医療・介護関係事業者における
個人情報の適切な取扱いのためのガイダンス」、厚生労働省「医療情報システ
ムの安全管理に関するガイドライン」等を遵守すること。

②　２回の当該加算の算定が可能である利用者（①の厚生労働大臣が定める
状態の者）に対して複数の定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所、看護
小規模多機能型居宅介護事業所又は訪問看護ステーションが退院時共同指
導を行う場合にあっては、１回ずつの算定も可能であること。

六　指定居宅サービス介護給付費単位数表の訪問看護費の注５の厚生労働
大臣が定める状態

次のいずれかに該当する状態
イ　診療報酬の算定方法（平成二十年厚生労働省告示第五十九号）別表第一
医科診療報酬点数表（以下「医科診療報酬点数表」という。）に掲げる在宅悪性
腫瘍等患者指導管理若しくは在宅気管切開患者指導管理を受けている状態又
は気管カニューレ若しくは留置カテーテルを使用している状態
ロ　医科診療報酬点数表に掲げる在宅自己腹膜灌（かん）流指導管理、在宅
血液透析指導管理、在宅酸素療法指導管理、在宅中心静脈栄養法指導管
理、在宅成分栄養経管栄養法指導管理、在宅自己導尿指導管理、在宅持続
陽圧呼吸療法指導管理、在宅自己疼（とう）痛管理指導管理又は在宅肺高血
圧症患者指導管理を受けている状態
ハ　人工肛（こう）門又は人工膀（ぼう）胱（こう）を設置している状態
ニ　真皮を越える褥（じよく）瘡（そう）の状態
ホ　点滴注射を週三日以上行う必要があると認められる状態
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＜退院時共同指導加算＞

退院時共同指導を実施した2ヶ月後に退院後初回の訪問看護を行った場合は
退院時共同指導加算を算定できるのか。
24.3.16 事務連絡 介護保険最新情報vol.267 「平成２４年度介護報酬改定に関
するＱ＆Ａ(Vol.1)（平成24年3月16日）」の送付について ／39

算定できない。退院後初回の訪問看護を行った月の同一月若しくは前月に退
院時共同指導を実施した場合に算定できる。

⑤　退院時共同指導を行った場合は、その内容を訪問看護サービス記録書に
記録すること。

 ＜特別管理加算＞

特別管理加算は1人の利用者につき1ヵ所の訪問看護事業所しか算定できない
が、定期巡回・随時対応型訪問介護看護又は複合型サービスを利用する場合
など訪問看護事業所以外の事業所であれば同一月に複数の事業所で特別管
理加算を算定できるのか。
24.3.16 事務連絡 介護保険最新情報vol.267 「平成２４年度介護報酬改定に関
するＱ＆Ａ(Vol.1)（平成24年3月16日）」の送付について ／30

訪問看護を利用中の者は、同時に定期巡回・随時対応型訪問介護看護及び複
合型サービスを利用することはできないため算定できない。
ただし、月の途中で訪問看護の利用を中止し、定期巡回・随時対応型訪問介
護看護又は複合型サービスの利用を開始する場合等は当該月に複数のサー
ビスを利用することになるが、このような場合であっても特別管理加算は1人の
利用者につき1事業所しか算定できないため、費用の分配方法については事業
所間の合議により決定されたい。
　　なお、緊急時訪問看護加算、ターミナルケア加算、退院時共同指導加算（2
回算定出来る場合を除く）についても同様の取扱いとなる。

④　退院時共同指導加算を介護保険で請求した場合には、同月に訪問看護及
び看護小規模多機能型居宅介護を利用した場合の当該各サービスにおける退
院時共同指導加算並びに同月に医療保険における訪問看護を利用した場合
の当該訪問看護における当該加算は算定できないこと（②の場合を除く。）。
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＜退院時共同指導加算＞

退院時共同指導加算は、退院又は退所1回につき1回に限り算定できることとさ
れているが、利用者が１ヶ月に入退院を繰り返した場合、１月に複数回の算定
ができるのか。
24.3.16 事務連絡 介護保険最新情報vol.267 「平成２４年度介護報酬改定に関
するＱ＆Ａ(Vol.1)（平成24年3月16日）」の送付について ／41

算定できる。ただし、例２の場合のように退院時共同指導を２回行った場合でも
退院後１度も訪問看護を実施せず再入院した場合は、退院時共同指導加算は
１回のみ算定できる。

（例１）退院時共同指導加算は２回算定できる
入院→退院時共同指導→退院→訪問看護の提供→再入院→退院時共同指
導→訪問看護の実施

（例２）退院時共同指導加算は１回算定できる
入院→退院時共同指導→退院→再入院→退院時共同指導→訪問看護の実
施

＜退院時共同指導加算＞

退院時共同指導加算を2ヵ所の訪問看護ステーションで算定できるのか。
24.3.16 事務連絡 介護保険最新情報vol.267 「平成２４年度介護報酬改定に関
するＱ＆Ａ(Vol.1)（平成24年3月16日）」の送付について ／40

退院時共同指導加算は、１回の入院について１回に限り算定可能であるため、
1ヵ所の訪問看護ステーションのみで算定できる。ただし、特別管理加算を算定
している状態の利用者（1回の入院につき2回算定可能な利用者）について、
２ヵ所の訪問看護ステーションがそれぞれ別の日に退院時共同指導を行った
場合は、２ヵ所の訪問看護ステーションでそれぞれ1回ずつ退院時共同指導加
算を算定することも可能である。
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②　総合マネジメント体制強化加算は、次に掲げるいずれにも該当する場合に
算定する。

イ　定期巡回・随時対応型訪問介護看護計画について、利用者の心身の状況
や家族を取り巻く環境の変化を踏まえ、計画作成責任者、看護師、准看護師、
介護職員その他の関係者が共同し、随時適切に見直しを行っていること。

ロ　定期巡回・随時対応型訪問介護看護が地域に開かれたサービスとなるよ
う、地域との連携を図るとともに、地域の病院の退院支援部門、診療所、介護
老人保健施設その他の関係施設に対し、事業所において提供することができ
る具体的なサービスの内容等について日常的に情報提供を行っていること。

四十六　定期巡回・随時対応型訪問介護看護費における総合マネジメント体制
強化加算の基準

次に掲げる基準のいずれにも該当すること。

イ　利用者の心身の状況又はその家族等を取り巻く環境の変化に応じ、随時、
計画作成責任者（指定地域密着型サービス基準第三条の四第十一項に規定
する計画作成責任者をいう。）、看護師、准看護師、介護職員その他の関係者
が共同し、定期巡回・随時対応型訪問介護看護計画（指定地域密着型サービ
ス基準第三条の二十四第一項に規定する定期巡回・随時対応型訪問介護看
護計画をいう。以下同じ。）の見直しを行っていること。

ロ　地域の病院、診療所、介護老人保健施設その他の関係施設に対し、指定
定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所（指定地域密着型サービス基準第
三条の四第一項に規定する指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所
をいう。以下同じ。）が提供することのできる指定定期巡回・随時対応型訪問介
護看護（指定地域密着型サービス基準第三条の二に規定する指定定期巡回・
随時対応型訪問介護看護をいう。以下同じ。）の具体的な内容に関する情報提
供を行っていること。

①　総合マネジメント体制強化加算は、指定定期巡回・随時対応型訪問介護看
護事業所において、定期巡回サービス、随時対応サービス及び随時訪問サー
ビス並びに訪問看護サービスを適宜適切に組み合わせて、利用者にとって必
要なサービスを必要なタイミングで提供し、総合的に利用者の在宅生活の継続
を支援するために、計画作成責任者、看護師、准看護師、介護職員その他の
関係者が、日常的に共同して行う調整や情報共有等の取組を評価するもので
ある。

総合マネジメント体制強化加算

ホ　総合マネジメント体制強化加算　１，０００単位

注　別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして市町村長に届
け出た指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所が、指定定期巡回・随
時対応型訪問介護看護の質を継続的に管理した場合は、１月につき所定単位
数を加算する。
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＜総合マネジメント体制強化加算について＞

　定期巡回・随時対応型訪問介護看護の総合マネジメント体制強化加算につ
いて、「病院又は診療所等に対し、日常的に情報提供等を行っている」こととあ
るが、「日常的に」とは、具体的にどのような頻度で行われていればよいか。
27.4.1 事務連絡 介護保険最新情報vol.454 「平成27年度介護報酬改定に関す
るQ&A（平成27年4月1日）」の送付について ／156

定期巡回・随時対応型訪問介護看護を提供する事業所は、日々変化し得る利
用者の状態を確認しつつ、適時・適切にサービスを提供することが求められる
サービスであり、病院、診療所等に対し、日常的に情報提供等を行うことにより
連携を図ることは、事業を実施する上で必要不可欠である。
　情報提供等の取組は、一定の頻度を定めて評価する性格のものではなく、事
業所と病院、診療所等との間で、必要に応じて適時・適切な連携が図られてい
れば、当該要件を満たすものである。
　なお､情報提供等の取組が行われていることは、サービス提供記録や業務日
誌等、既存の記録において確認できれば足りるものであり、加算要件を満たす
ことを目的として、新たに書類を作成することは要しない。

＜総合マネジメント体制強化加算について＞

　総合マネジメント体制強化加算について、利用者の心身の状況等に応じて、
随時、関係者（小規模多機能型居宅介護の場合は、介護支援専門員、看護
師、准看護師、介護職員その他の関係者）が共同して個別サービス計画の見
直しを行うこととされているが、個別サービス計画の見直しに当たり全ての職種
が関わることが必要か。また、個別サービス計画の見直しが多職種協働により
行われたことを、どのように表せばよいか。
27.4.1 事務連絡 介護保険最新情報vol.454 「平成27年度介護報酬改定に関す
るQ&A（平成27年4月1日）」の送付について ／155

定期巡回・随時対応型訪問介護看護、小規模多機能型居宅介護及び看護小
規模多機能型居宅介護を提供する事業所は、日々変化し得る利用者の状態を
確認しつつ、一体的なサービスを適時・適切に提供することが求められている。
これらの事業では、利用者の生活全般に着目し、日頃から主治の医師や看護
師、その他の従業者といった多様な主体との意思疎通を図ることが必要とな
り、通常の居宅サービスとは異なる「特有のコスト」を有しているため、総合マネ
ジメント体制強化加算により評価するものである。

定期巡回・随時対応型訪問介護看護、小規模多機能型居宅介護及び看護小
規模多機能型居宅介護を提供する事業所における個別サービス計画の見直し
は、多職種協働により行われるものであるが、その都度全ての職種が関わらな
ければならないものではなく、見直しの内容に応じて、適切に関係者がかかわ
ることで足りるものである。

また、個別サービス計画の見直しに係る多職種協働は、必ずしもカンファレンス
などの会議の場により行われる必要はなく、日常的な業務の中でのかかわりを
通じて行われることも少なくない。通常の業務の中で、主治の医師や看護師、
介護職員等の意見を把握し、これに基づき個別サービス計画の見直しが行わ
れていれば、本加算の算定要件を満たすものである。なお、加算の要件を満た
すことのみを目的として、新たに多職種協働の会議を設けたり書類を作成する
ことは要しない。
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⑴ 生活機能向上連携加算(Ⅰ) 100 単位

ｂ　当該指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所の計画作成責任者
は、ａの助言に基づき、生活機能アセスメントを行った上で、①イの定期巡回・
随時対応型訪問介護看護計画の作成を行うこと。なお、①イの定期巡回・随時
対応型訪問介護看護計画には、ａの助言の内容を記載すること。

ａ　①イの定期巡回・随時対応型訪問介護看護計画の作成に当たっては、理学
療法士等は、当該利用者のＡＤＬ及びＩＡＤＬに関する状況について、指定訪問
リハビリテーション事業所、指定通所リハビリテーション事業所又はリハビリ
テーションを実施している医療提供施設の場において把握し、又は指定定期巡
回・随時対応型訪問介護看護事業所の計画作成責任者と連携してＩＣＴを活用
した動画やテレビ電話装置等を用いて把握した上で、当該指定定期巡回・随時
対応型訪問介護看護事業所の計画作成責任者に助言を行うこと。なお、ＩＣＴを
活用した動画やテレビ電話装置等を用いる場合においては、理学療法士等が
ＡＤＬ及びＩＡＤＬに関する利用者の状況について適切に把握することができるよ
う、理学療法士等と計画作成責任者で事前に方法等を調整するものとする。

「生活機能の向上を目的とした定期巡回・随時対応型訪問介護看護計画」と
は、利用者の日常生活において介助等を必要とする行為について、単に訪問
介護員等が介助等を行うのみならず、利用者本人が、日々の暮らしの中で当
該行為を可能な限り自立して行うことができるよう、その有する能力及び改善
可能性に応じた具体的目標を定めた上で、訪問介護員等が提供する指定定期
巡回・随時対応型訪問介護看護の内容を定めたものでなければならない。

生活機能向上連携加算(Ⅰ) 

注１　（１）について、計画作成責任者が、指定訪問リハビリテーション事業所
（指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準、指定通所
リハビリテーション事業所又はリハビリテーションを実施している医療提供施設
（医療法（昭和２３年法律第２０５号）第１条の２第２項に規定する医療提供施設
をいい、病院にあっては、許可病床数が２００床未満のもの又は当該病院を中
心とした半径４キロメートル以内に診療所が存在しないものに限る。以下同
じ。）の医師、理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士の助言に基づき、生活
機能の向上を目的とした定期巡回・随時対応型訪問介護看護計画を作成し、
当該定期巡回・随時対応型訪問介護看護計画に基づく指定定期巡回・随時対
応型訪問介護看護を行ったときは、初回の当該指定定期巡回・随時対応型訪
問介護看護が行われた日の属する月に、所定単位数を加算する。

本加算は、理学療法士等が自宅を訪問せずにＡＤＬ及びＩＡＤＬに関する利用者
の状況について適切に把握した上で計画作成責任者に助言を行い、計画作成
責任者が、助言に基づき①イの定期巡回・随時対応型訪問介護看護計画を作
成（変更）するとともに、計画作成から３月経過後、目標の達成度合いにつき、
利用者及び理学療法士等に報告することを定期的に実施することを評価する
ものである。
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ｄ　３月経過後、目標の達成度合いにつき、利用者及び理学療法士等に報告す
ること。なお、再度ａの助言に基づき定期巡回・随時対応型訪問介護看護計画
を見直した場合には、本加算の算定が可能である。

定期巡回・随時対応型訪問介護看護計画及び当該計画に基づく訪問介護員
等が行う指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護の内容としては、例えば次
のようなものが考えられること。

達成目標として「自宅のポータブルトイレを１日１回以上利用する（１月目、２月
目の目標として座位の保持時間）」を設定。

（１月目）訪問介護員等は週２回の訪問の際、ベッド上で体を起こす介助を行
い、利用者が５分間の座位を保持している間、ベッド周辺の整理を行いながら
安全確保のための見守り及び付き添いを行う。

（２月目）ベッド上からポータブルトイレへの移動の介助を行い、利用者の体を
支えながら、排泄の介助を行う。

（３月目）ベッド上からポータブルトイレへ利用者が移動する際に、転倒等の防
止のため付き添い、必要に応じて介助を行う（訪問介護員等は、指定定期巡
回・随時対応型訪問介護看護提供時以外のポータブルトイレの利用状況等に
ついて確認を行う）。

ｃ　本加算は、①イの定期巡回・随時対応型訪問介護看護計画に基づき指定
指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護を提供した初回の月に限り、算定さ
れるものである。なお、ａの助言に基づき定期巡回・随時対応型訪問介護看護
計画を見直した場合には、本加算を算定することは可能であるが、利用者の急
性増悪等により定期巡回・随時対応型訪問介護看護計画を見直した場合を除
き、①イの定期巡回・随時対応型訪問介護看護計画に基づき指定定期巡回・
随時対応型訪問介護看護を提供した翌月及び翌々月は本加算を算定しない。

定期巡回・随時対応型訪問介護看護計画には、生活機能アセスメントの結果
のほか、次に掲げるその他の日々の暮らしの中で必要な機能の向上に資する
内容を記載しなければならない。
ａ　利用者が日々の暮らしの中で可能な限り自立して行おうとする行為の内容
ｂ　生活機能アセスメントの結果に基づき、ａの内容について定めた３月を目途
とする達成目標
ｃ　ｂの目標を達成するために経過的に達成すべき各月の目標
ｄ　ｂ及びｃの目標を達成するために訪問介護員等が行う介助等の内容

達成目標については、利用者の意向及び利用者を担当する介護支援専門員
の意見も踏まえ策定するとともに、利用者自身がその達成度合いを客観視で
き、当該利用者の意欲の向上につながるよう、例えば当該目標に係る生活行
為の回数や当該生活行為を行うために必要となる基本的な動作（立位又は座
位の保持等）の時間数といった数値を用いる等、可能な限り具体的かつ客観的
な指標を用いて設定すること。
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＜生活機能向上連携加算（Ⅰ）＞
生活機能向上連携加算（Ⅰ）について、留意事項通知において、理学療法士等
が訪問介護事業所のサービス提供責任者へ訪問介護計画の作成に助言をす
るに当たって「指定訪問リハビリテーション事業所、指定通所リハビリテーション
事業所又はリハビリテーションを実施している医療提供施設の理学療法士等
は、当該利用者のＡＤＬ 及びＩＡＤＬに関する状況について、指定訪問リハビリ
テーション事業所、指定通所リハビリテーション事業所又はリハビリテーション
を実施している医療提供施設の場において把握」した上で行うとあるが、具体
的にはどのようなものか。3.3.29 事務連絡 「令和３年度介護報酬改定に関する
Ｑ＆Ａ（Vol.４）（令和３年３月29日）」の送付について ／6

・例えば、訪問介護と通所リハビリテーションを併用する利用者について、訪問
介護事業所のサービス提供責任者が訪問介護計画を作成するに当たって、理
学療法士等が通所リハビリテーションを提供する中で把握した利用者のＡＤＬ
及びＩＡＤＬに関する状況を、電話、文書、メール等を活用して助言することが挙
げられる。
・なお、利用者のＡＤＬ及びＩＡＤＬの状況を把握する方法としては、上記のほか、
ＩＣＴを活用した動画やテレビ電話装置等を活用する方法もあるが、いずれかの
方法で把握すればよい。

＜生活機能向上連携加算について＞
「ＩＣＴを活用した動画やテレビ電話を用いる場合においては、理学療法士等が
ＡＤＬ及びＩＡＤＬに関する利用者の状況について適切に把握することができるよ
う、理学療法士等とサービス提供責任者で事前に方法等を調整するものとす
る」とあるが、具体的にはどのような方法があるのか。
30.5.29 事務連絡 「平成30年度介護報酬改定に関するQ＆A（Vol.4）（平成30年
5月29日）」の送付について ／1

利用者のＡＤＬ（寝返り、 起き上がり、移乗、歩行、着衣、入浴、排せつ等）及びＩ
ＡＤＬ（調理、掃除、買物、金銭管理、服薬状況等）に関する利用者の状況及び
その改善可能性の評価（以下「生活機能アセスメント」という。）を行った上で、
訪問介護計画には、生活機能アセスメントの結果のほか、次に掲げるその他の
日々の暮らしの中で必要な機能の向上に資する内容を記載しなければならな
いことから、外部の理学療法士等は、生活機能アセスメントに留意した助言を
行うことが求められる。
① 利用者が日々の暮らしの中で可能な限り自立して行おうとする行為の内容
② 生活機能アセスメントの結果に基づき、①の内容について定めた３月を目途
とする達成目標
③ ②の目標を達成するために経過的に達成すべき各月の目標
④ ②及び③の目標を達成するために訪問介護員等が行う介助等の内容

ＩＣＴを活用した動画やテレビ電話を用いる場合については、具体的には次のよ
うな方法が考えられる。
① 訪問介護事業所のサービス提供責任者と外部の理学療法士等が、リアルタ
イムでのコミュニケーション（ビデオ通話）が可能な情報通信機器を用いて、外
部の理学療法士等が利用者のＡＤＬ及びＩＡＤＬの状況を把握すること。なお、通
信時間等の調整を行い、当該利用者の自宅（生活の場・介護現場）にてビデオ
通話を行うこと。
② 訪問介護事業所のサービス提供責任者と外部の理学療法士等が、あらか
じめ、動画によって利用者のＡＤＬ及びＩＡＤＬの状況について適切に把握するこ
とができるよう、動画の撮影方法及び撮影内容を調整した上で、訪問介護事業
所のサービス提供責任者が利用者宅で動画撮影を行い、当該動画データを外
部の理学療法士等に提供することにより、外部の理学療法士等が利用者のＡ
ＤＬ及びＩＡＤＬの状況を把握すること。なお、当該利用者のＡＤＬ及びＩＡＤＬの動
画内容は、当該利用者の自宅（生活の場・介護現場）の環境状況、動作の一連
の動き等がわかるように撮影すること。
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生活機能向上連携加算(Ⅱ) 200 単位

注２　（２）について、利用者に対して、指定訪問リハビリテーション事業所、指
定通所リハビリテーション事業所又はリハビリテーションを実施している医療提
供施設の医師、理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士が、指定訪問リハビ
リテーション、指定通所リハビリテーション等の一環として当該利用者の居宅を
訪問する際に計画作成責任者が同行する等により、当該医師、理学療法士、
作業療法士又は言語聴覚士と利用者の身体の状況等の評価を共同して行い、
かつ、生活機能の向上を目的とした定期巡回・随時対応型訪問介護看護計画
を作成した場合であって、当該医師、理学療法士、作業療法士又は言語聴覚
士と連携し、当該定期巡回・随時対応型訪問介護看護計画に基づく指定定期
巡回・随時対応型訪問介護看護を行ったときは、初回の当該指定定期巡回・随
時対応型訪問介護看護が行われた日の属する月以降３月の間、１月につき所
定単位数を加算する。ただし、（１）を算定している場合は、算定しない。

「生活機能の向上を目的とした定期巡回・随時対応型訪問介護看護計画」と
は、利用者の日常生活において介助等を必要とする行為について、単に訪問
介護員等が介助等を行うのみならず、利用者本人が、日々の暮らしの中で当
該行為を可能な限り自立して行うことができるよう、その有する能力及び改善
可能性に応じた具体的目標を定めた上で、訪問介護員等が提供する指定定期
巡回・随時対応型訪問介護看護の内容を定めたものでなければならない。

また、実施に当たっては、利用者の同意を取るとともに、個人情報の適切な取
扱いに留意することが必要である。SNS（Social Networking Service）の利用に
ついては、セキュリティが十分に確保されていないサービスもあることから、一
般社団法人保健医療福祉情報安全管理適合性評価協会（HISPRO）が公表し
ている「医療情報連携において、SNS を利用する際に気を付けるべき事項」を
参考に、適切な対策を講じることが適当である。なお、外部の理学療法士等
が、保険医療機関の電子カルテなどを含む医療情報システムと共通のネット
ワーク上の端末を利用して行う場合には、厚生労働省「医療情報システムの安
全管理に関するガイドライン（第５版）」（平成29年５月）に
対応していることが必要である。

【加算】生活機能向上連携加算(Ⅱ)

44／59



定期巡回・介護報酬編（天晴れ介護サービス編) 

達成目標については、利用者の意向及び利用者を担当する介護支援専門員
の意見も踏まえ策定するとともに、利用者自身がその達成度合いを客観視で
き、当該利用者の意欲の向上につながるよう、例えば当該目標に係る生活行
為の回数や当該生活行為を行うために必要となる基本的な動作（立位又は座
位の保持等）の時間数といった数値を用いる等、可能な限り具体的かつ客観的
な指標を用いて設定すること。

定期巡回・随時対応型訪問介護看護計画の作成に当たっては、指定訪問リハ
ビリテーション事業所、指定通所リハビリテーション事業所又はリハビリテーショ
ンを実施している医療提供施設（病院にあっては、認可病床数が200床未満の
もの又は当該病院を中心として半径４キロメートル以内に診療所が存在しない
ものに限る。以下２において同じ。）の理学療法士、作業療法士、言語聴覚士
又は医師（以下２において「理学療法士等」という。）が利用者の居宅を訪問す
る際に計画作成責任者が同行する又は当該理学療法士等及び計画作成責任
者が利用者の居宅を訪問した後に共同してカンファレンス（指定居宅介護支援
等の事業の人員及び運営に関する基準（平成11年厚生省令第38号）第13条第
９号に規定するサービス担当者会議として開催されるものを除く。以下①にお
いて同じ。）を行い、当該利用者のＡＤＬ（寝返り、起き上がり、移乗、歩行、着
衣、入浴、排せつ等）及びＩＡＤＬ（調理、掃除、買物、金銭管理、服薬状況等）に
関する利用者の状況につき、理学療法士等と計画作成責任者が共同して、現
在の状況及びその改善可能性の評価（以下「生活機能アセスメント」という。）を
行うものとする。

カンファレンスは、テレビ電話装置等を活用して行うことができるものとする。こ
の際、個人情報保護委員会・厚生労働省「医療・介護関係事業者における個人
情報の適切な取扱いのためのガイダンス」、厚生労働省「医療情報システムの
安全管理に関するガイドライン」等を遵守すること。

また、この場合の「カンファレンス」は、サービス担当者会議の前後に時間を明
確に区分した上で、計画作成責任者及び理学療法士等により実施されるもの
で差し支えない。さらに、この場合の「リハビリテーションを実施している医療提
供施設」とは、診療報酬における疾患別リハビリテーション料の届出を行ってい
る病院若しくは診療所又は介護老人保健施設、介護療養型医療施設若しくは
介護医療院である。

定期巡回・随時対応型訪問介護看護計画には、生活機能アセスメントの結果
のほか、次に掲げるその他の日々の暮らしの中で必要な機能の向上に資する
内容を記載しなければならない。

ａ　利用者が日々の暮らしの中で可能な限り自立して行おうとする行為の内容
ｂ　生活機能アセスメントの結果に基づき、ａの内容について定めた３月を目途
とする達成目標
ｃ　ｂの目標を達成するために経過的に達成すべき各月の目標
ｄ　ｂ及びｃの目標を達成するために訪問介護員等が行う介助等の内容
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＜生活機能向上連携加算について＞

生活機能向上連携加算（Ⅱ）について、告示上、「訪問リハビリテーション、通所
リハビリテーション等の一環として当該利用者の居宅を訪問する際にサービス
提供責任者が同行する等により」とされているが、「一環」とは具体的にはどの
ようなものか。
30.3.23 事務連絡 「平成30年度介護報酬改定に関するQ＆A（Vol.1）（平成30年
3月23日）」の送付について ／3

具体的には、訪問リハビリテーションであれば、訪問リハビリテーションで訪問
する際に訪問介護事業所のサービス提供責任者が同行することであるが、リ
ハビリテーションを実施している医療提供施設の医師については、訪問診療を
行う際等に訪問介護事業所のサービス提供責任者が同行することが考えられ
る。

本加算はロの評価に基づき、イの定期巡回・随時対応型訪問介護看護計画に
基づき提供された初回の指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護の提供日
が属する月を含む３月を限度として算定されるものであり、３月を超えて本加算
を算定しようとする場合は、再度ロの評価に基づき定期巡回・随時対応型訪問
介護看護計画を見直す必要があること。なお、当該３月の間に利用者に対する
指定訪問リハビリテーション又は指定通所リハビリテーション等の提供が終了
した場合であっても、３月間は本加算の算定が可能であること。

本加算を算定する期間中は、各月における目標の達成度合いにつき、利用者
及び理学療法士等に報告し、必要に応じて利用者の意向を確認し、当該理学
療法士等から必要な助言を得た上で、利用者のＡＤＬ及びＩＡＤＬの改善状況及
びハのｂの達成目標を踏まえた適切な対応を行うこと。

定期巡回・随時対応型訪問介護看護計画及び当該計画に基づく訪問介護員
等が行う指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護の内容としては、例えば次
のようなものが考えられること。

達成目標として「自宅のポータブルトイレを１日１回以上利用する（１月目、２月
目の目標として座位の保持時間）」を設定。

（１月目）訪問介護員等は週２回の訪問の際、ベッド上で体を起こす介助を行
い、利用者が５分間の座位を保持している間、ベッド周辺の整理を行いながら
安全確保のための見守り及び付き添いを行う。

（２月目）ベッド上からポータブルトイレへの移動の介助を行い、利用者の体を
支えながら、排泄の介助を行う。

（３月目）ベッド上からポータブルトイレへ利用者が移動する際に、転倒等の防
止のため付き添い、必要に応じて介助を行う（訪問介護員等は、指定定期巡
回・随時対応型訪問介護看護提供時以外のポータブルトイレの利用状況等に
ついて確認を行う）。
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認知症専門ケア加算（Ⅰ）　次に掲げる基準のいずれにも適合すること。

（１）　事業所又は施設における利用者、入所者又は入院患者の総数のうち、
日常生活に支障を来すおそれのある症状若しくは行動が認められることから介
護を必要とする認知症の者（以下この号において「対象者」という。）の占める割
合が二分の一以上であること。

（２）　認知症介護に係る専門的な研修を修了している者を、対象者の数が二十
人未満である場合にあっては一以上、当該対象者の数が二十人以上である場
合にあっては一に当該対象者の数が十九を超えて十又はその端数を増すごと
に一を加えて得た数以上配置し、チームとして専門的な認知症ケアを実施して
いること。

（３）　当該事業所又は施設の従業者に対する認知症ケアに関する留意事項の
伝達又は技術的指導に係る会議を定期的に開催していること。

認知症専門ケア加算（Ⅱ）　次に掲げる基準のいずれにも適合すること。

（１）　イの基準のいずれにも適合すること。

（２）　認知症介護の指導に係る専門的な研修を修了している者を一名以上配
置し、事業所又は施設全体の認知症ケアの指導等を実施していること。

（３）　当該事業所又は施設における介護職員、看護職員ごとの認知症ケアに
関する研修計画を作成し、当該計画に従い、研修を実施又は実施を予定して
いること。

認知症専門ケア加算

ト　認知症専門ケア加算

注　別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして市町村長に届
け出た指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所において、別に厚生労
働大臣が定める者に対して専門的な認知症ケアを行った場合は、当該基準に
掲げる区分に従い、１月につき次に掲げる所定単位数を加算する。ただし、次
に掲げるいずれかの加算を算定している場合においては、次に掲げるその他
の加算は算定しない。

（１）　認知症専門ケア加算（Ⅰ）　９０単位
（２）　認知症専門ケア加算（Ⅱ）　１２０単位
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５　加算等が算定されなくなる場合の届出の取扱い

事業所の体制について加算等が算定されなくなる状況が生じた場合又は加算
等が算定されなくなることが明らかな場合は、速やかにその旨を届出させること
とする。なお、この場合は、加算等が算定されなくなった事実が発生した日から
加算等の算定を行わないものとする。また、この場合において、届出を行わず、
当該算定について請求を行った場合は、不正請求となり、支払われた介護給
付費は不当利得となるので返還措置を講ずることになることは当然であるが、
悪質な場合には指定の取消しをもって対処すること。

①　「日常生活に支障を来すおそれのある症状若しくは行動が認められること
から介護を必要とする認知症の者」とは、日常生活自立度のランクⅢ、Ⅳ又は
Ｍに該当する利用者を指すものとする。

②　認知症高齢者の日常生活自立度Ⅲ以上の割合が２分の１以上の算定方
法は、算定日が属する月の前３月間の利用者実人員数又は利用延人員数の
平均で算定すること。また、届出を行った月以降においても、直近３月間の認知
症高齢者の日常生活自立度Ⅲ以上の割合につき、毎月継続的に所定の割合
以上であることが必要である。なお、その割合については、毎月記録するものと
し、所定の割合を下回った場合については、直ちに第一の５の届出を提出しな
ければならない。

③　「認知症介護に係る専門的な研修」とは、「認知症介護実践者等養成事業
の実施について」（平成18年３月31日老発第0331010号厚生労働省老健局長
通知）、「認知症介護実践者等養成事業の円滑な運営について」（平成18年３
月31日老計第0331007号厚生労働省計画課長通知）に規定する「認知症介護
実践リーダー研修」及び認知症看護に係る適切な研修を指すものとする。

④　「認知症ケアに関する留意事項の伝達又は技術的指導に係る会議」の実
施に当たっては、登録ヘルパーを含めて、全員が一堂に会して開催する必要
はなく、いくつかのグループ別に分かれて開催することで差し支えない。

また、「認知症ケアに関する留意事項の伝達又は技術的指導に係る会議」は、
テレビ電話装置等を活用して行うことができるものとする。この際、個人情報保
護委員会・厚生労働省「医療・介護関係事業者における個人情報の適切な取
扱いのためのガイダンス」、厚生労働省「医療情報システムの安全管理に関す
るガイドライン」を遵守していること。

⑤　「認知症介護の指導に係る専門的な研修」とは、「認知症介護実践者等養
成事業の実施について」、「認知症介護実践者等養成事業の円滑な運営につ
いて」に規定する「認知症介護指導者養成研修」及び認知症看護に係る適切な
研修を指すものとする。
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＜認知症専門ケア加算＞
認知症専門ケア加算（Ⅱ）の認知症介護指導者は、研修修了者であれば管理
者でもかまわないか。
3.3.29 事務連絡 「令和３年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.４）（令和３年３
月29日）」の送付について ／32

認知症介護指導者研修修了者であり、適切に事業所全体の認知症ケアの実
施等を行っている場合であれば、その者の職務や資格等については問わな
い。

 ＜認知症専門ケア加算＞
認知症高齢者の日常生活自立度の確認方法如何。
3.3.29 事務連絡 「令和３年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.４）（令和３年３
月29日）」の送付について ／30

・認知症高齢者の日常生活自立度の決定に当たっては、医師の判定結果又は
主治医意見書を用いて、居宅サービス計画又は各サービスの計画に記載する
こととなる。なお、複数の判定結果がある場合には、最も新しい判定を用いる。
・医師の判定が無い場合は、「要介護認定等の実施について」に基づき、認定
調査員が記入した同通知中「２(4)認定調査員」に規定する「認定調査票」の「認
定調査票（基本調査）」７の「認知症高齢者の日常生活自立度」欄の記載を用
いるものとする。
・これらについて、介護支援専門員はサービス担当者会議などを通じて、認知
症高齢者の日常生活自立度も含めて情報を共有することとなる。

＜認知症専門ケア加算＞
認知症介護に係る専門的な研修を修了した者を配置するとあるが、「配置」の
考え方如何。常勤要件等はあるか。
3.3.29 事務連絡 「令和３年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.４）（令和３年３
月29日）」の送付について ／31

・専門的な研修を修了した者の配置については、常勤等の条件は無いが、認
知症チームケアや認知症介護に関する研修の実施など、本加算制度の要件を
満たすためには事業所内での業務を実施する必要があることから、加算対象
事業所の職員であることが必要である。
・なお、本加算制度の対象となる事業所は、専門的な研修を修了した者の勤務
する主たる事業所１か所のみである。

＜認知症専門ケア加算＞
認知症専門ケア加算の算定要件について、「認知症介護に係る専門的な研
修」や「認知症介護の指導に係る専門的な研修」のうち、認知症看護に係る適
切な研修とは、どのようなものがあるか。
3.3.29 事務連絡 「令和３年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.４）（令和３年３
月29日）」の送付について ／29

・現時点では、以下のいずれかの研修である。
① 日本看護協会認定看護師教育課程「認知症看護」の研修
② 日本看護協会が認定している看護系大学院の「老人看護」及び「精神看護」
の専門看護師教育課程
③ 日本精神科看護協会が認定している「精神科認定看護師」
・ただし、③については認定証が発行されている者に限る。
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 ＜認知症専門ケア加算＞
認知症専門ケア加算における「技術的指導に係る会議」と、特定事業所加算や
サービス提供体制強化加算における「事業所における従業者の技術指導を目
的とした会議」が同時期に開催される場合であって、当該会議の検討内容の１
つが、認知症ケアの技術的指導についての事項で、当該会議に登録ヘルパー
を含めた全ての訪問介護員等や全ての従業者が参加した場合、両会議を開催
したものと考えてよいのか。
3.3.29 事務連絡 「令和３年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.４）（令和３年３
月29日）」の送付について ／36

貴見のとおりである。

＜認知症専門ケア加算＞

例えば、平成18年度より全国社会福祉協議会が認定し、日本介護福祉士会等
が実施する「介護福祉士ファーストステップ研修」については、認知症介護実践
リーダー研修相当として認められるか。
3.3.29 事務連絡 「令和３年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.４）（令和３年３
月29日）」の送付について ／34

本加算制度の対象となる認知症介護実践リーダー研修については、自治体が
実施又は指定する研修としており、研修カリキュラム、講師等を審査し、適当と
判断された場合には認められる。

＜認知症専門ケア加算＞

認知症介護実践リーダー研修修了者は、「痴呆介護研修事業の実施につい
て」（平成12年９月５日老発第623号）及び「痴呆介護研修事業の円滑な運営に
ついて」（平成12年10月25日老計第43号）において規定する専門課程を修了し
た者も含むのか。
3.3.29 事務連絡 「令和３年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.４）（令和３年３
月29日）」の送付について ／35

含むものとする。

＜認知症専門ケア加算＞

認知症介護実践リーダー研修を修了していないが、都道府県等が当該研修修
了者と同等の能力を有すると認めた者であって、認知症介護指導者養成研修
を修了した者について、認知症専門ケア加算における認知症介護実践リー
ダー研修修了者としてみなすことはできないか。
3.3.29 事務連絡 「令和３年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.４）（令和３年３
月29日）」の送付について ／33

・認知症介護指導者養成研修については認知症介護実践研修（認知症介護実
践者研修及び認知症介護実践リーダー研修）の企画・立案に参加し、又は講
師として従事することが予定されている者であることがその受講要件にあり、平
成20年度までに行われたカリキュラムにおいては認知症介護実践リーダー研
修の内容が全て含まれていたこと等の経過を踏まえ、認知症介護実践リー
ダー研修が未受講であっても当該研修を修了したものとみなすこととする。

・従って、加算対象となる者が20名未満の場合にあっては、平成20年度以前の
認知症介護指導者養成研修を修了した者（認知症介護実践リーダー研修の未
受講者）1名の配置で認知症専門ケア加算Ⅱを算定できることとなる。
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＜認知症専門ケア加算＞

認知症専門ケア加算（Ⅱ）を算定するためには、当該加算（Ⅰ）の算定要件の
一つである認知症介護実践リーダー研修修了者に加えて、認知症介護指導者
養成研修修了者又は認知症看護に係る適切な研修修了者を別に配置する必
要があるのか。
3.3.29 事務連絡 「令和３年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.４）（令和３年３
月29日）」の送付について ／38

必要ない。例えば加算の対象者が20名未満の場合、
・認知症介護実践リーダー研修と認知症介護指導者養成研修の両方を修了し
た者
・認知症看護に係る適切な研修を修了した者
のいずれかが１名配置されていれば、認知症専門ケア加算（Ⅱ）を算定するこ
とができる。

※ 平成21年４月改定関係Ｑ＆Ａ（vol.２）（平成21年４月17日）問40は削除する。

＜認知症専門ケア加算＞

認知症専門ケア加算の算定要件について、認知症高齢者の日常生活自立度
Ⅲ以上の割合が１／２以上であることが求められているが、算定方法如何。
3.3.29 事務連絡 「令和３年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.４）（令和３年３
月29日）」の送付について ／37

・認知症専門ケア加算の算定要件である認知症高齢者の日常生活自立度Ⅲ
以上の割合については、届出日が属する月の前３月間の利用者数で算定する
こととし、利用者数は利用実人員数又は利用延人員数を用いる。例えば、以下
の例の場合の前３月の平均は次のように計算する。

・なお、計算に当たって、
— （介護予防）訪問入浴介護の場合は、本加算は要支援者（要介護者）に関し
ても利用者数に含めること
— 定期巡回・随時対応型訪問介護看護、夜間対応型訪問介護（Ⅱ）（包括報
酬）の場合は、利用実人員数（当該月に報酬を算定する利用者）を用いる（利
用延人員数は用いない）こと
に留意すること。

※次ページ参照
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イ　サービス提供体制強化加算（Ⅰ）　次に掲げる基準のいずれにも該当する
こと。

（１）　指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所の全ての定期巡回・随
時対応型訪問介護看護従業者（指定地域密着型サービス基準第三条の四第
一項に規定する定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者をいう。以下同
じ。）に対し、定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者ごとに研修計画を作
成し、研修（外部における研修を含む。）を実施又は実施を予定していること。

（２）　利用者に関する情報若しくはサービス提供に当たっての留意事項の伝達
又は当該指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所における定期巡回・
随時対応型訪問介護看護従業者の技術指導を目的とした会議を定期的に開
催すること。

（３）　当該指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所の全ての定期巡
回・随時対応型訪問介護看護従業者に対し、健康診断等を定期的に実施する
こと。

（４）　次のいずれかに適合すること。
（一）　当該指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所の訪問介護員等
の総数のうち、介護福祉士の占める割合が百分の六十以上であること。
（二）　当該指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所の訪問介護員等
の総数のうち、勤続年数十年以上の介護福祉士の占める割合が百分の二十
五以上であること。

ロ　サービス提供体制強化加算（Ⅱ）　次に掲げる基準のいずれにも該当する
こと。

（１）　イ（１）から（３）までに掲げる基準のいずれにも適合すること。

（２）　当該指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所の訪問介護員等の
総数のうち、介護福祉士の割合が百分の四十以上又は介護福祉士、実務者研
修修了者及び介護職員基礎研修課程修了者の占める割合が百分の六十以上
であること。

サービス提供体制強化加算

チ　サービス提供体制強化加算

注　別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして市町村長に届
け出た指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所が、利用者に対し、指
定定期巡回・随時対応型訪問介護看護を行った場合は、当該基準に掲げる区
分に従い、１月につき次に掲げる所定単位数を加算する。ただし、次に掲げる
いずれかの加算を算定している場合においては、次に掲げるその他の加算は
算定しない。

（１）　サービス提供体制強化加算（Ⅰ）　７５０単位
（２）　サービス提供体制強化加算（Ⅱ）　６４０単位
（３）　サービス提供体制強化加算（Ⅲ）　３５０単位
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②　会議の開催について

「利用者に関する情報若しくはサービス提供に当たっての留意事項の伝達又
は定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者の技術指導を目的とした会議」
とは、当該事業所の定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者の全てが参加
するものでなければならない。なお、実施に当たっては、全員が一堂に会して
開催する必要はなく、いくつかのグループ別に分かれて開催することができる。
また、会議の開催状況については、その概要を記録しなければならない。な
お、「定期的」とは、おおむね１月に１回以上開催されている必要がある。

また、会議は、テレビ電話装置等を活用して行うことができるものとする。この
際、個人情報保護委員会・厚生労働省「医療・介護関係事業者における個人情
報の適切な取扱いのためのガイダンス」、厚生労働省「医療情報システムの安
全管理に関するガイドライン」等を遵守すること。

「利用者に関する情報若しくはサービス提供に当たっての留意事項」とは、少な
くとも、次に掲げる事項について、その変化の動向を含め、記載しなければなら
ない。
・利用者のＡＤＬや意欲
・利用者の主な訴えやサービス提供時の特段の要望
・家庭環境
・前回のサービス提供時の状況
・その他サービス提供に当たって必要な事項

ハ　サービス提供体制強化加算（Ⅲ）　次に掲げる基準のいずれにも該当する
こと。

（１）　イ（１）から（３）までに掲げる基準のいずれにも適合すること。

（２）　次のいずれかに適合すること。

（一）　指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所の訪問介護員等の総
数のうち、介護福祉士の占める割合が百分の三十以上又は介護福祉士、実務
者研修修了者及び介護職員基礎研修課程修了者の占める割合が百分の五十
以上であること。

（二）　当該指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所の定期巡回・随時
対応型訪問介護看護従業者の総数のうち、常勤職員の占める割合が百分の
六十以上であること。

（三）　当該指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所の定期巡回・随時
対応型訪問介護看護従業者の総数のうち、勤続年数七年以上の者の占める
割合が百分の三十以上であること。

①　研修について

定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者ごとの研修計画については、当該
事業所におけるサービス従事者の資質向上のための研修内容と当該研修実
施のための勤務体制の確保を定めるとともに、定期巡回・随時対応型訪問介
護看護従業者について個別具体的な研修の目標、内容、研修期間、実施時期
等を定めた計画を策定しなければならない。
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⑥　勤続年数とは、各月の前月の末日時点における勤続年数をいうものとす
る。

③　健康診断等について

健康診断等については、労働安全衛生法により定期に実施することが義務付
けられた「常時使用する労働者」に該当しない定期巡回・随時対応型訪問介護
看護従業者も含めて、少なくとも１年以内ごとに１回、事業主の費用負担により
実施しなければならない。新たに加算を算定しようとする場合にあっては、少な
くとも１年以内に当該健康診断等が実施されることが計画されていることをもっ
て足りるものとする。

⑤　前号ただし書の場合にあっては、届出を行った月以降においても、直近３
月間の職員の割合につき、毎月継続的に所定の割合を維持しなければならな
い。なお、その割合については、毎月記録するものとし、所定の割合を下回った
場合については、直ちに第１の５の届出を提出しなければならない。

５　加算等が算定されなくなる場合の届出の取扱い
事業所の体制について加算等が算定されなくなる状況が生じた場合又は加算
等が算定されなくなることが明らかな場合は、速やかにその旨を届出させること
とする。なお、この場合は、加算等が算定されなくなった事実が発生した日から
加算等の算定を行わないものとする。また、この場合において、届出を行わず、
当該算定について請求を行った場合は、不正請求となり、支払われた介護給
付費は不当利得となるので返還措置を講ずることになることは当然であるが、
悪質な場合には指定の取消しをもって対処すること。

④　職員の割合の算出に当たっては、常勤換算方法により算出した前年度（３
月を除く。）の平均を用いることとする。ただし、前年度の実績が６月に満たない
事業所（新たに事業を開始し、又は再開した事業所を含む。）については、届出
日の属する月の前３月について、常勤換算方法により算出した平均を用いるこ
ととする。したがって、新たに事業を開始し、又は再開した事業者については、
４月目以降届出が可能となるものであること。

なお、介護福祉士又は実務者研修修了者若しくは介護職員基礎研修課程修了
者については、各月の前月の末日時点で資格を取得又は研修の課程を修了し
ている者とすること。
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⑦　勤続年数の算定に当たっては、当該事業所における勤務年数に加え、同
一法人等の経営する他の介護サービス事業所、病院、社会福祉施設等におい
てサービスを利用者に直接提供する職員として勤務した年数を含めることがで
きるものとする。

＜サービス提供体制強化加算＞

「届出日の属する月の前三月について、常勤換算方法により算出した平均を用
いる」こととされている平成２１年度の１年間及び平成２２年度以降の前年度の
実績が６月に満たない事業所について、体制届出後に、算定要件を下回った
場合はどう取扱うか。
21.3.23 介護保険最新情報vol.69 平成21年4月改定関係Q＆A(vol.1) ／10

サービス提供体制強化加算に係る体制の届出に当たっては、老企第３６号等
において以下のように規定されているところであり、これに従った取扱いとされ
たい。
「事業所の体制について加算等が算定されなくなる状況が生じた場合又は加
算等が算定されなくなることが明らかな場合は、速やかにその旨を届出させる
こととする。なお、この場合は、加算等が算定されなくなった事実が発生した日
から加算等の算定を行わないものとする。」
具体的には、平成２１年４月に算定するためには、平成２０年１２月から平成２１
年２月までの実績に基づいて３月に届出を行うが、その後平成２１年１月から３
月までの実績が基準を下回っていた場合は、その事実が発生した日から加算
の算定は行わないこととなるため、平成２１年４月分の算定はできない取扱いと
なる。

＜特定事業所加算（訪問介護）・サービス提供体制強化加算 共通＞

特定事業所加算及びサービス提供体制強化加算における介護福祉士又は介
護職員基礎研修課程修了者若しくは一級課程修了者とは、各月の前月の末日
時点で資格を取得している者とされているが、その具体的取扱いについて示さ
れたい。
21.3.23 介護保険最新情報vol.69 平成21年4月改定関係Q＆A(vol.1) ／2

要件における介護福祉士等の取扱いについては、登録又は修了証明書の交
付まで求めるものではなく、例えば介護福祉士については、平成２１年３月３１
日に介護福祉士国家試験の合格又は養成校の卒業を確認し、翌月以降に登
録をした者については、平成２１年４月において介護福祉士として含めることが
できる。また、研修については、全カリキュラムを修了していれば、修了証明書
の交付を待たずに研修修了者として含めることが可能である。
なお、この場合において、事業者は当該資格取得等見込み者の、試験合格等
の事実を試験センターのホームページ等で受験票と突合する等して確認し、当
該職員に対し速やかな登録等を促すとともに、登録又は修了の事実を確認す
るべきものであること。

＜サービス提供体制強化加算＞
産休や病欠している期間は含めないと考えるのか。
21.3.23 介護保険最新情報vol.69 平成21年4月改定関係Q＆A(vol.1) ／6

産休や介護休業、育児休業期間中は雇用関係が継続していることから、勤続
年数に含めることができる。
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＜サービス提供体制強化加算＞
サービス提供体制強化加算の新区分の取得に当たって、職員の割合について
は、これまでと同様に、１年以上の運営実績がある場合、常勤換算方法により
算出した前年度の平均（３月分を除く。）をもって、運営実績が６月に満たない事
業所（新たに事業を開始した事業所又は事業を再開した事業所）の場合は、４
月目以降に、前３月分の実績をもって取得可能となるということでいいのか。
27.4.30 事務連絡 「平成27年度介護報酬改定に関するQ&A（vol.2）（平成27年4
月30日）」の送付について ／63

貴見のとおり。なお、これまでと同様に、運営実績が６月に満たない場合の届
出にあっては、届出を行った月以降においても、毎月所定の割合を維持しなけ
ればならず、その割合については毎月記録する必要がある。

＜サービス提供体制強化加算＞

定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所と夜間対応型訪問介護事業所を
一体的に運営している場合、加算の算定基準となる職員の割合は一体的に算
出すべきか、別個に算出すべきか。両方を兼務している職員をどちらか一方に
寄せてカウントすることは可能か。
3.3.29 事務連絡 「令和３年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.４）（令和３年３
月29日）」の送付について ／13

・定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所と夜間対応型訪問介護事業所を
兼務している職員については、勤務実態、利用者数等に基づき按分するなどの
方法により当該職員の常勤換算数を定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業
所と夜間対応型訪問介護事業所に割り振った上で、定期巡回・随時対応型訪
問介護看護事業所と夜間対応型訪問介護事業所それぞれについて割合を算
出し、加算の算定の可否を判断することが望ましい。ただし、大多数の職員が
定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所と夜間対応型訪問介護事業所を
均等に兼務しているような場合は、定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業
所と夜間対応型訪問介護事業所で一体的に算出した職員の割合を、定期巡
回・随時対応型訪問介護看護事業所と夜間対応型訪問介護事業所の両方に
ついて用いても差し支えない。

・また、実態として定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所のみに勤務して
いる職員を定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所のみでカウントすること
は差し支えないが、実態として定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所と夜
間対応型訪問介護事業所を兼務している職員を定期巡回・随時対応型訪問介
護看護事業所と夜間対応型訪問介護事業所いずれか一方のみにおいてカウ
ントするなど、勤務実態と乖離した処理を行うことは認められない。
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＜特定事業所加算（訪問介護）・サービス提供体制強化加算 共通＞

特定事業所加算及びサービス提供体制強化加算の要件のうち、定期的な健康
診断の実施に係る要件の留意事項を示されたい。
21.3.23 介護保険最新情報vol.69 平成21年4月改定関係Q＆A(vol.1) ／4

本要件においては、労働安全衛生法により定期的に健康診断を実施すること
が義務づけられた「常時使用する労働者」に該当しない訪問介護員等を含め
た、すべての訪問介護員等に対して、１年以内ごとに１回、定期的に医師によ
る健康診断（常時使用する者に労働者に該当しない者に対する健康診断の項
目についても労働安全衛生法と同様とする）を、事業所の負担により実施する
こととしている。
また、「常時使用する労働者」に該当しない訪問介護員等に対する健康診断に
ついては、労働安全衛生法における取扱いと同様、訪問介護員等が事業者の
実施する健康診断を本人の都合で受診しない場合については、他の医師によ
る健康診断（他の事業所が実施した健康診断を含む。）を受診し、その者が当
該健康診断の結果を証明する書面を提出したときは、健康診断の項目を省略
できるほか、費用については本人負担としても差し支えない（この取扱いについ
ては、高齢者の医療の確保に関する法律により保険者が行う特定健康診査に
ついては、同法第２１条により労働安全衛生法における健康診断が優先される
ことが定められているが、「常時使用する労働者」に該当しない訪問介護員等
については、同条の適用はないことから、同様の取扱いとして差し支えな
い。）。

＜サービス提供体制強化加算＞

サービス提供体制強化加算（Ⅰ）イとサービス提供体制強化加算（Ⅰ）ロは同
時に取得することは可能か。不可である場合は、サービス提供体制強化加算
（Ⅰ）イを取得していた事業所が、実地指導等によって、介護福祉士の割合が
60％を下回っていたことが判明した場合は、全額返還となるのか。
27.4.30 事務連絡 「平成27年度介護報酬改定に関するQ&A（vol.2）（平成27年4
月30日）」の送付について ／64

サービス提供体制強化加算（Ⅰ）イとサービス提供体制強化加算（Ⅰ）ロを同時
に取得することはできない。
また、実地指導等によって、サービス提供体制強化加算（Ⅰ）イの算定要件を
満たさないことが判明した場合、都道府県知事等は、支給された加算の一部又
は全部を返還させることが可能となっている。
なお、サービス提供体制強化加算（Ⅰ）イの算定要件を満たしていないが、サー
ビス提供体制強化加算（Ⅰ）ロの算定要件を満たしている場合には、後者の加
算を取得するための届出が可能であり、サービス提供体制強化加算（Ⅰ）イの
返還等と併せて、後者の加算を取得するための届出を行うことが可能である。
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＜特定事業所加算（訪問介護）・サービス提供体制強化加算 共通＞

特定事業所加算及びサービス提供体制強化加算の要件のうち、計画的な研修
の実施に係る要件の留意事項を示されたい。
21.3.23 介護保険最新情報vol.69 平成21年4月改定関係Q＆A(vol.1) ／3

訪問介護員等（訪問入浴介護従業者等を含む。以下問３及び問４において同
じ。）ごとに研修計画を策定されることとしているが、当該計画の期間について
は定めていないため、当該訪問介護員等の技能や経験に応じた適切な期間を
設定する等、柔軟な計画策定をされたい。
また、計画の策定については、全体像に加えて、訪問介護員等ごとに策定する
こととされているが、この訪問介護員等ごとの計画については、職責、経験年
数、勤続年数、所有資格及び本人の意向等に応じ、職員をグループ分けして作
成することも差し支えない。
なお、計画については、すべての訪問介護員等が概ね１年の間に１回以上、な
んらかの研修を実施できるよう策定すること。

問 126 「10 年以上介護福祉士が 30％」という最上位区分の要件について、勤
続年数はどのように計算するのか。
（答）
・ サービス提供体制強化加算における、勤続 10 年以上の介護福祉士の割合
に係る要件については、
－ 介護福祉士の資格を有する者であって、同一法人等での勤続年数が 10 年
以上の者の割合を要件としたものであり、
－ 介護福祉士の資格を取得してから 10 年以上経過していることを求めるもの
ではないこと。

・ 「同一法人等での勤続年数」の考え方について、
－ 同一法人等（※）における異なるサービスの事業所での勤続年数や異なる
雇用形態、職種（直接処遇を行う職種に限る。）における勤続年数
－ 事業所の合併又は別法人による事業の承継の場合であって、当該施設・事
業所の職員に変更がないなど、事業所が実質的に継続して運営していると認
められる場合の勤続年数は通算することができる。
（※）同一法人のほか、法人の代表者等が同一で、採用や人事異動、研修が一
体として行われる等、職員の労務管理を複数法人で一体的に行っている場合
も含まれる。

・ なお、介護職員等特定処遇改善加算において、当該事業所における経験・技
能のある介護職員の「勤続年数 10 年の考え方」とは異なることに留意するこ
と。
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